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要 旨 

 

１ 背景・目的 

日本における研究力の低下、博士課程進学者数の減少が大きな課題とされて久しい。文

部科学省も「博士人材活躍プラン～博士をとろう～」などを発出して博士課程進学者増を

推進しているところである。薬学領域では 2006 年に開始された 6年制教育とも相まって、

他分野に比べその問題は一層複雑である。日本薬系学会連合では、このような背景を踏ま

え、薬系の博士課程への進学者数の減少問題に焦点を当て、2025 年 3 月 20 日に第 2回設

立記念フォーラム「ともに語ろう 薬学の未来～薬学研究者養成の課題と展望：さらなる活

躍に向けて～」を開催した。 

本報告「薬系博士人材養成の現状と展望」は、この第 2回設立記念フォーラムにおいて

発表された文部科学省の「博士人材活躍プラン～博士をとろう～」に関するアンケート調

査の結果およびパネル討論で議論された話題を踏まえて、今後の薬系博士人材養成に関す

る日本薬系学会連合としての見解を発出するものである。 

 

２ 現状および課題 

鈴鹿医療科学大学 豊田長康学長の分析によれば、日本の研究力の低下の原因として、①

国家公務員総定員法と大学院重点化、②国立大学法人化、③新医師臨床研修制度の導入、

④薬学部 6年制の導入が挙げられている。薬学教育 6年制に限って見れば、①教育負担増

による研究時間の減少、それによる研究業績の低下がもたらす研究費獲得の低下、②国家

試験を優先し研究に興味を持たない学生が増える傾向、③在学年数の延長に伴う経済的な

負担増による進学希望者の減少などが考えられる。 

一方、「博士人材活躍プラン～博士をとろう～」について、企業、医療機関、大学に対し

て行ったアンケート調査からは、「博士採用拡大・処遇改善」、「インターンシップ推進」に

ついては、３者ともに評価する意見が多かったが、「海外留学経験の評価の促進」について

の評価は低かった。「博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進」、「奨学金代理

返還制度の活用促進」については、大学側は高く評価していたが企業や医療機関側の評価

は必ずしも高くないという結果であった。「従業員の博士号取得支援」については、多くの

企業がすでに実施し医療機関でも４割が実施していた。「各職場のロールモデルの選定と提

示」に関しては、企業は比較的消極的である一方で医療機関と大学が極めて積極的であっ

た。以上のように文部科学省の提案の受け止めについては、ステークホルダーごとに違い

があり、画一的な方針では進まないと考えられた。このことから、本連合では、全てのス

テークホルダーが参画するフォーラムを開催し、パネル討論を通じて情報共有を図りつつ

進めるべき方針を取りまとめた。 

 

３ 薬系博士人材養成の現状を改善するために 

本報告では、我が国における薬系博士人材養成の現状をさまざまな角度から分析し、

個々の課題を抽出すると共に、その解決につながる対応策について提案する。 

(１) 学生の博士課程への進学意欲を増すための施策 

① 在学中の経済的支援の充実 
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国が主導して進めている給付型奨学金制度 SPRING の継続に加え、そのさらなる充実およ

び拡大が求められる。また、大学や薬系学協会など、さまざまなレベルで給付型奨学金制

度を一層充実させ、経済的支援を強化することが望まれる。 

② 「研究の魅力」の再提示 

アカデミア、企業、公的研究機関などの実例を通じて、博士号取得者には多様な進路が

開けていることを示すことが重要である。加えて、学生の関心を引き、進学意欲を刺激す

る魅力的な研究を展開するとともに、適切な指導体制を整備することが求められる。さら

に、産官学連携を強化し、学生の研究が社会に貢献していることを強調することで、学生

のモチベーションを高めることも重要である。 

③ ロールモデルの提示 

薬系博士人材が社会でどのように活躍しているかを可視化する取り組みを、さまざまな

レベルで進めていく必要がある。今後は、日本薬系学会連合が主導して、アカデミア、製

薬企業、医療現場、行政や公的研究機関等で活躍する薬系博士人材の事例集を作成するこ

とを提案する。また、現在、小中高校生を対象に実施されている「東北大学サイエンス・

アンバサダー」の取り組みを参考に、日本薬系学会連合が薬系大学院生に対して、進路選

択の初期段階にある低学年の薬学部生に、自らが身近で強力なロールモデルであることを

提示できるようすることも提案したい。  

④ 博士の学位取得後の処遇の提示 

博士の学位を取得後、薬系の博士人材が社会人としてどのような処遇を受けるのかを示

すことは、博士課程への進学を後押しする大きなインセンティブになると考えられる。特

に企業研究者を志望する学生の進学意欲を高めるためには、文部科学省などが 2025 年 3 月

に発出した「博士人材ファクトブック」に示されているように、医薬品産業において博士

号取得研究者の割合や採用数が多いこと、さらには初任給が高いことなどの情報を提供す

べきである。加えて、他の職種についても同様の情報を収集し、学生に共有することは効

果的な施策となり得る。 

 

(２) 社会ニーズを反映した博士人材養成プログラム 

製薬企業および医療機関は、博士課程における研究テーマそのものには必ずしも重点を

置いていないものの、十分な知識と技術を身に付けた人材の養成を求めている。そのた

め、社会ニーズを注視することは重要であるが、各研究室で設定したテーマに専念し、研

究活動を遂行することで高度な専門性を培うことができるような教育プログラムの構築が

望ましい。 

現在、多くの大学が社会人枠を設け、博士の学位取得を目指しやすい環境整備を進めて

いる。また、製薬企業および医療現場においても、博士号取得支援が博士人材の増加と活

躍促進につながると認識されている。しかし、現状では実際に学位取得に至るケースは少

ない。従業員や薬剤師が社会人を対象とした博士課程に進学し、確実に学位取得へと結び

付けられるよう、体制や仕組みの整備が必要である。 

さらに、製薬企業および医療機関が博士人材に期待するのは、専門的な知識・研究能力

に加え、論理的思考力などの汎用的能力の習得である。そのため、薬系の大学院において

は、こうした汎用的能力を醸成するための教育プログラムを導入するなど、教育改革にも

取り組む必要があると考える。 
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(３) 医療現場や他学部を含めた共同研究の推進 

臨床現場において薬剤師が主体となって取り組む研究には、解析手法や研究設備、研究

体制の制限などから施設内だけでは完結しないものが少なくない。そのため、薬剤師によ

る臨床研究やそれを基礎へと発展させるリバース・トランスレーショナルリサーチ（rTR）
1を大学が共同して行うことにより、薬剤師が社会人ドクター制度を活用して博士学位取得

を目指す契機の一つともなり得る。 

また、薬学部内にとどまらず、他学部を含めた異分野研究領域との共同研究に取り組む

ことは、多様な関心を持つ博士課程学生の受け皿となるとともに、汎用的能力やプロジェ

クトマネジメント能力、協働力などの養成に資する有効な方策と考えられる。 

 

 
  

 
1 リバース・トランスレーショナル・リサーチ（rTR）：「臨床事象をもとに非臨床試験による機構解明を
経て創薬、新しい治療法・使用法につなげる科学」と定義されている。一例として、臨床研究からの情
報と基礎研究からの情報を連動させ、モデル化やシミュレーションにより効果や副作用を予測したり、
新規治療薬や診断薬の開発につなげる研究が挙げられる。 
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１ はじめに 

日本薬系学会連合（以下、連合）は 2025 年 3 月 20 日、第 2回設立記念フォーラム「とも

に語ろう 薬学の未来～薬学研究者養成の課題と展望：さらなる活躍に向けて～」を開催し、

博士課程への進学者数の減少問題に焦点を当てた。第 1 部では、2024 年 3 月に文部科学省

から発出された「博士人材活躍プラン」の中で経済団体・業界団体等の長宛へのお願いとし

て依頼された 7 項目について薬学関係の各ステークホルダーにアンケート調査した結果が

報告された（資料編：資料１および２）。第 2 部では、第 1 部のアンケート調査の結果を踏

まえたパネル討論が行われた。 

本報告「薬系博士人材養成の現状と展望」では、第 2回設立記念フォーラムのアンケート

調査の結果を分析すると共にパネル討論で議論された話題も踏まえて考察を加えることで、

今後の薬系博士人材養成に関する日本薬系学会連合としての見解を発出するものである。 

 

２ 背景・目的 

本報告では、薬系博士人材養成の現状をさまざまな角度から分析し、個々の課題を抽出す

ると共にその課題解決の糸口になる対応策を考察する。さらにその対応策を各ステークホル

ダーに提案することにより、より有効な施策への活用を促し、我が国の薬系博士人材養成を

より良い方向に進めることに資することを目的としている。 

（1） 日本の研究力の低下 

資源に乏しい日本は「科学技術創造立国」として国際社会においてその存在を示してきた

が、近年、科学力、研究力の低下が著しい。自然科学 8分野における被引用回数 Top10％の

論文数2が 1999-2001 年は米国、英国、ドイツに次ぐ世界 4 位であったが、10 年後（2009-

2011 年）に 6位に、20 年後の統計（2019-2021 年）では 13 位にまで大きく低下している（図

１）[1]。なお、最新の統計データにおいても、順位は変化していない[2]。 

 

 
図 1 Top10％の論文数の国別順位の推移 

文部科学省科学技術・学術政策研究所 NISTEP『科学技術指標 2023』[1]を元に報告者作成 

 
2 Top10％論文：論文の被引用数が特定の学術分野において上位 10％に入る論文。他の研究者への影響

力の大きさを評価する指標の一つとして用いられ、この論文の数が多いほど大きなインパクトを与えて

いるとされる。 
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また、鈴鹿医療科学大学 豊田長康学長は、我が国の論文の量と質の低下状況を大学機関

別に分析した結果をもとに、我が国の研究力低下の要因を推測された [3]（図 2、3）。 

具体的には、論文の質的指標である Q1 論文数3の G6 比率4が 2004 年を境に急激に低下し

(図 2)、これを機関別にみると、①私立大学の低下は小さい、②公立大学は一時低下もその

後回復、③国立大学、国立研究所は低下したままという結果となっていた（図 3）。このこと

から適用された政策の違いが大学群間の研究機能に及ぼした影響が異なったのではないか

という仮説が立てられ、次の 4つの施策が研究力低下の要因の候補として挙げられた。 

 

 
 

図 2 全分野 Q1 論文数 G6 比率の推移 

鈴鹿医療科学大学 豊田長康学長より提供（2024.4）[3] 

 
3 Q1 論文数：特定の学術分野における上位 25％のジャーナル（Q1 ジャーナル）に掲載された論文の

数。Q1 ジャーナルは、論文の被引用数から算出される指標であるインパクトファクター（IF）が高く、

論文の被引用数が多い影響力の高いジャーナルを指す。 
4 G6 比率：日本の論文数の対 G6 諸国（主要国（先進国）首脳会議に参加している米、英、独、仏、

伊、加）の論文数の合計に対する比率。科学における競争力の指標として算出した数字。ほとんどの国

は競争力を高めており、G6 以外の国を基準に加えると日本の競争力はさらに低下するので、ここでは

G6 が基準とされた。 
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図 ３ 大学群別の論文数 G6 比率の推移 

鈴鹿医療科学大学 豊田長康学長より提供（2024.4）[3] 
 

① 国家公務員総定員法と大学院重点化(～2004 年) 

② 国立大学法人化(2004 年～) 

③ 新医師臨床研修制度の導入(2004 年～) 

④ 薬学部 6年制の導入(2006 年～) 

 

さらに詳細な統計データに基づき仮説に関する分析が行われた結果、4つの政策の全てが

教員、大学院生という人的資源の減少、研究時間の減少を招いたために、日本の研究力低下

に影響した可能性があると結論された。 

この分析において、大学における研究活動を中心的に支えている人的資源である大学院生

（特に博士課程）の減少問題が指摘されたことは特筆すべき事項である。博士人材の減少は

次世代を担う若手研究者の供給減にもつながる重要な課題であり、日本の科学力、研究力低

下に歯止めをかけるための方策を構築する際の最も重要な観点の一つである。 

（2） 薬学における博士課程および博士後期課程への進学状況 

豊田学長による研究力低下の 4つの要因の 1つに「薬学教育 6年制の導入」が挙げられて

いた。そこで、薬学における博士課程および博士後期課程への進学状況を分析した。 
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図４ 薬学教育協議会『薬系大学卒業生・大学院修了者就職動向調査の集計報告』(4)を元に報告者作成 

（進学率（％）は右の縦軸に対応） 

 

図５ 薬学教育協議会『薬系大学卒業生・大学院修了者就職動向調査の集計報告』(4)を元に報告者作成 
（進学率（％）は右の縦軸に対応） 
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図 4 は薬学における 4 年制博士課程への進学者数の経年変化を 2006 年度から導入された

薬学教育 6 年制の一期生が進学した 2012 年度から 2024 年度まで示したものである [4]。

年度によってかなりのばらつきがあるが、進学する学生の割合は 1.3～2.9％（134～246 名）

にとどまっている。薬学教育 6年制の卒業者数は 8,476～10,400 名と相当数の学生が卒業す

るが、ごく一部の学生しか博士課程に進学しないのが現状である。なお、2022 年度の進学者

数は 134 名と最低値であったが、2023 年度（172 名）、2024 年度（189 名）は増加傾向が続

いている。この進学者数の増加傾向は、後述する給付型奨学金「次世代研究者挑戦的研究プ

ログラム（SPRING）」の効果が表れている可能性があり、今後、注視していく必要がある。 

図5は修士課程から博士後期課程への進学者数について図4と同時期（2012～2024年度）

の推移およびそれ以前の 11 年間（2001～2011 年度）の進学者数の推移（薬学教育協議会よ

りデータ提供）を合わせて示したものである。同時期のデータについては、薬学教育 6年制

の導入により 4年制学科の定員は大幅に減少し、それに伴い博士後期課程に進学する可能性

のある修士課程の入学者数も 1000 名程度と大幅に減少していることに留意する必要がある。

進学率で見ると 2012～2024 年度は 19.2～24.8％で推移しているが、進学者数は 194～268

名の範囲であり、決して多いとは言えない。なお、2024 年度の博士後期課程への進学者数

（250 名）は、博士課程と同様に増加に転じている。 

一方、薬学教育６年制の導入前2001年～2011年の博士後期課程への進学状況については、

2001 年以降、進学者数は減少傾向にあったが、2011 年から 2012 年は 53 名の減少が見られ

た。進学率が上昇しているのは、修士課程の総人数が 2011 年 2690 名（314 名進学：進学率 

11.7％）から、2012 年は 1083 名（261 名進学：進学率 24.1％）に大幅に減ったことが原因

と考えられる。 

 

図６ 薬学教育協議会『薬系大学卒業生・大学院修了者就職動向調査の集計報告』(4)を元に報告者作成 

（進学率（％）は右の縦軸に対応） 

薬学教育６年制導入後
最初の卒業生 
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図6は、図5のデータに2012年以降の4年制博士課程の進学者数を合算したものである。

薬学教育 6年制の導入により、それ以前に比較して両課程を合わせた進学者の総数は増えた

ことが分かる。しかしながら、2012 年度以降、両課程を合わせた薬学全体の進学者数は 336

～496 人／年の範囲で推移してきたものの、進学率は 3.2～5.2％にとどまっている。薬学関

係者は 10000 人規模の博士人材候補者を擁しながら、数％に満たない博士人材しか輩出でき

ていない現状を共有すべきと思われる。この状況は日本の科学力・研究力の低下と無縁とは

考えにくい。文部科学省は、学士号取得者に対する博士号取得者の割合を、2020 年の 2.7％

から、2030 年に 5％、2040 年に 7％まで向上させるという目標を掲げており（博士人材活躍

プラン[5]）、この目標値を達成するための努力が必要と考えられる。 

 
（3） NISTEP 調査からみえる薬学教育６年制についての教員の本音 

大学院生の研究を指導する教員の教育負担は研究力低下につながり、ひいては学生の博士

課程進学意欲に影響する可能性が考えられる。 

文部科学省科学技術・学術政策研究所（NISTEP）は、日本の科学技術やイノベーション創

出の状況変化を把握するための継続的な意識調査（NISTEP 定点調査）を 2016 年度より実施

している。第 5 期科学技術基本計画（2016 年 1 月閣議決定）期間中の NISTEP 定点調査 2020

では、2006 年から導入された薬学教育６年制に対する薬学関係者の意見が報告されており、

博士課程進学率に関する多くの課題が指摘されている[6]。 

個別意見の抜粋は資料３（資料編）にある通りであるが、主な意見として、 

１） 薬学教育 6 年制の導入による教育負担増による研究時間の減少、それによる研究業

績の低下がもたらす研究費獲得の低下 

２） 国家試験を優先し研究に興味を持たない学生が増える傾向 

３） 在学年数の増加による経済的な負担増による進学希望者の減少 

などが挙げられた。 

今回のアンケート調査では、薬学教育 6年制導入による大学教員の教育負担に関する設問

は設けなかったが、教育負担の軽減は重要な課題の一つと考える。一方、フォーラムのパネ

ル討論においては、6年制教育に関連する諸問題に関する意見交換がなされた。例えば、私

立大学では医療現場を志向する学生が多く、教育カリキュラムも臨床実務に重点が置かれて

いることや創薬研究を志す学生が育ちにくいことが課題とされた。また、薬学部における薬

剤師資格と実務経験、博士の学位の三つを兼ね備えた実務家教員の不足も大きな課題として

取り上げられ、特に若手の薬剤師が博士の学位を取得し、教育現場に参画するルートが確立

されていないことが指摘された。近い将来に、実務経験を持つ博士人材の育成と活用に向け

た制度設計や仕組みづくりを行うことなど薬学界全体における重要課題が共有された。 

 

３ 文部科学省「博士人材活躍プラン」に関するアンケート調査およびパネル討論における論点整

理 

このような状況下、2024 年 3 月に文部科学省から「博士人材活躍プラン～博士をとろう

～」が発出された[5]。この中で経済団体・業界団体等の長宛に「博士人材の活躍促進に向

けた企業の協力等に関するお願いについて」（以下、「文科省からの 7 項目のお願い」）とし

て以下の 7つの事項が依頼された。 

 

１．博士人材の採用拡大・処遇改善 
２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 
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３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 
４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 
５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 
６．従業員の博士号取得支援 
７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 

 

そこで本連合は、3つのステークホルダー、すなわち博士人材を養成する大学、博士人材

を受け入れる製薬企業および医療機関に対して、これら文科省からの 7 項目のお願いへの対

応状況に関するアンケート調査を実施した。 

ここでは、実施したアンケート調査の結果（資料１および２）から読み取れる博士人材養

成の実態と課題を整理する。さらに養成側と受け入れ側に加え、文部科学省および最近、博

士学位を取得した社会人を招いて行ったパネル討論において明らかとなった論点（資料２）

を整理し、今後、薬系博士人材がさらに活躍するために必要な施策について考察した。 

今回のアンケート調査では、産業界については、薬系の代表的な業界団体である日本製薬

工業協会（製薬協）に加盟している企業 70 社を対象とした。その結果、回答した企業は 18

社（回収率 25.7％）にとどまり、回答者の約 7割は人事・採用担当者であった。医療機関に

ついては、博士人材に関する関心が高いと思われる大学病院および特定機能病院 159 機関を

対象に調査した。結果として、98 機関から回答があり（回収率 61.6％）、回答者の約 84％が

薬剤部長、約 14％が副薬剤部長であった。一方、薬学部を有する 80 大学では 67 大学から

回答があり回収率 83.8％と高く、回答者も学長、学部長、研究科長が約 75％を占めていた。 

 以上のように回収率は調査対象によって大きく異なり、製薬企業については、一部の関心

の高い企業からの回答にとどまり回答者は人事・採用担当者であること、医療機関は一般病

院の回答は含まれていないことなどに留意して、結果を解釈する必要がある。なお、今回は

大学院進学の当事者である、学生を対象としたアンケート調査は実施できておらず、今後の

課題である。現在、現役の博士課程・博士後期課程の大学院生および進学を検討している修

士課程大学院生、学部生を対象とした意識調査を実施中であり、その調査結果と今回のアン

ケート調査結果を総合的に分析することにより、より有益な情報が得られることが期待され

る。 

 
（1） 文科省からの 7 項目のお願いに対する受け止め方の違い 

文科省からの 7 項目のお願いのうち、①「博士採用拡大・処遇改善」、②「海外留学経験

の評価促進」、③「インターンシップ推進」、の 3 項目について、製薬企業は、既に対応済み

という回答も含めいずれも約 61％（11/18 社）が肯定的な意見であった。一方、医療機関に

は今回の文科省からの 7 項目のお願いは発出されていないが、同様の要請があった場合を仮

定して回答を求めたところ、いずれの項目についても意見が分かれ、肯定的な回答をしたの

は、①については約 59％、②については約 38％、③については約 53％であった。大学に対

する調査では、①および③が実現されたら、進学率の向上・活躍の増加に繋がると回答した

割合はそれぞれ約 86％および約 67％であったが、②については 5割以上が「そう思わない」

と回答した。 

④「博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進」に関しては、肯定的な回答約

55％（10/18 社）と否定的な回答（約 44％、8/18 社）に分かれた。また、⑤「奨学金代理返

還制度の活用促進」については、否定的な回答をした企業が約 56％（10/18 社）と比較的多

く、企業にとってはメリットがないあるいは負担が大きいとの懸念があると推測された。医
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療機関については、肯定的な意見と否定的な意見がほぼ半々に分かれた。対照的に大学は 7

割～8割が大いに期待する、期待すると回答しており、受け止め方に大きな違いがみられた。 

⑥「従業員の博士号取得支援」については、既に実施している企業も約 61％（11/18 社）

と多く、前向きに検討している企業も含めると 8割近かった（14/18 社）。医療機関でも約 4

割が薬剤師の博士の学位取得を支援する仕組みを持っていると回答した。⑦ 「企業における

ロールモデルの選定と提示」に関しては、「すでに対応している」と回答した企業は 2 割程

度（4/18 社）にとどまり、約 4 割（7/18 社）は「対応する予定はない」と否定的な回答が

多かった。一方、医療機関は「病院で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供」

が薬剤部／薬剤部門における博士人材の増加と活躍促進につながると思うか、という設問に

対し約 80％が肯定的な回答をし、約 42％が対応可能と回答した。また大学については「企

業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供」が「博士課程・博士後期課程への

進学率の向上・活躍の増加につながると思うか」という設問に対し、「非常にそう思う」「そ

う思う」と約 76％の大学が回答し、企業の考えとのギャップが示された。今後このギャップ

を埋める努力が必要と考えられた。 

 
（2） 経済的支援について 

大学への調査において、「国による給付型奨学金」である科学技術振興機構 JST の「科学

技術イノベーション創出フェローシップ事業」[7] や 「次世代研究者挑戦的研究プログラム

（SPRING）」[8] について尋ねたところ、これらの支援を獲得している大学 18 校の 8割以上

（15 校）がこれらの制度は博士後期課程および博士課程の進学率に対してプラスの効果が

あったと回答しており、この制度の有用性が確認された。しかしながら、調査対象の 7割以

上の大学はいずれのプログラムにも参加していないと回答しており、このような制度がより

多くの大学の支援につながる仕組みの構築が求められる。なお、この SPRING 制度に関して

は 2024 年度の奨学金受給者の約 4割（1万 564 人のうち 4125 人）が留学生であるというこ

とが問題視され、文部科学省は 2027 年度から研究奨励費（生活費相当額）支援の対象は日

本人学生に限定することを決定した[9]。 

一方、上記の国の制度に加えて、5割以上の大学では、既に大学独自の博士課程学生支援

プログラム（給付型奨学金を含む）を実施しており、導入を計画あるいは検討している大学

を含めると約 7 割の大学が自助努力により博士後期課程および博士課程の進学を支援して

いることも明らかとなった。今回の文科省からのお願いの⑤「奨学金代理返還制度の活用促

進」に関して、企業の多くが否定的な回答をしていたことには留意が必要であり、このアン

ケート結果からも、給付型奨学金の制度充実が喫緊の課題と思われる。パネル討論でも本制

度充実の重要性が支持された。 

 
（3） 社会人の博士学位取得支援 

社会人特別選抜制度 （社会人ドクター制度）は、より多くの博士人材を育成するための一

つの選択肢と考えられる。今回、製薬企業に対する調査では、7 割近くの企業（12/18 社）

が学士や修士で入社した社員の博士の学位取得を支援する制度が「ある」と回答した。支援

内容は、学費・交通費などの経済的補助、社内研究成果の活用支援、国内留学制度、上司の

積極的サポートなど多岐にわたる。一方で、制度が整っていない企業もあり、若手社員の育

成支援における企業間のばらつきが見られた。医療機関は、約 4割が薬剤部門の薬剤師の博

士の学位取得を支援する仕組みを持っていると回答した。またパネル討論では、薬学教育 6

年制を担当する実務家教員の人材を確保するためには医療現場の薬剤師（実務家）を大学が
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社会人博士課程学生として受け入れ、学位取得後、一定数の人材がアカデミアで活躍すると

いうキャリアパスを定着させる必要があるとの指摘があった。一方、約 74％の大学は社会

人枠で博士の学位の取得を目指しやすい環境となっていると回答しており、実際に相当数の

社会人博士課程学生を製薬企業および医療機関から受け入れている実績があるが、社会人枠

で博士の学位を取得する人材が増えていると回答した大学は約 20％にとどまり、約 60％は

「変わらない/どちらとも言えない」と回答している。また、経済的支援とは別に、臨床現

場で得られた情報や知見をもとにさらに臨床研究を実施し検証を行うことや基礎研究に戻

って追究する rTR を大学が共同して行うことにより[10]、薬剤師が社会人博士課程学生制度

を活用して博士学位を取得することに繋がると考えられる。アンケート調査において、ほと

んどの医療機関が「大学は医療現場が求める研究および人材養成を重視すべき」（約 90％）

「大学は臨床研究や医療機関との共同研究に積極的に取り組むべき」（約 95％）と回答して

おり、マッチング次第でさらなる臨床研究の展開や rTR の促進が期待できる。また、臨床研

究を実施できる人材（実務家教員）の育成や体制の整備も進めて行く必要があると思われる。 

 
(4) 博士課程の教育・研究のあり方／求められる博士人材像、育成すべき博士人材像について 

今回のアンケート調査では、「博士課程・博士後期課程学生を対象としたインターンシッ

プの推進」が実現されたら博士課程・博士後期課程への進学率の向上・活躍の増加につなが

ると思うかどうかという設問に対して、約 6割（11/18 社）の企業が「非常にそう思う」ま

たは 「そう思う」と回答した。大学として企業が 「博士課程・博士後期課程学生を対象とし

たインターンシップの推進」に対応することを期待しているかという設問に対して大学の約

67％が「大いに期待している」または「期待している」と回答していた。医療機関に対して

は、「博士課程学生を対象としたインターンシップの推進」が薬剤部／薬剤部門における博

士人材の増加と活躍促進につながると思うかどうかを尋ねたが、肯定的な回答（53％）と否

定的な回答（47％）に分かれた。インターンシップについては、受け止め方に各ステークホ

ルダー間で多少の違いは見られたが、文部科学省は、インターンシップを普及させ社会に定

着させることを目的で、ジョブ型研究インターンシップ実施のガイドラインを公表しており

[11]、博士人材のキャリアパス支援の重要な施策の一つになるかもしれない。 

今回のアンケート調査では、近年、新しいモダリティによる創薬5 が盛んである状況にお

いて、企業の求める人材と大学で育成する人材のミスマッチがあるのではないかという意見

もあることから、大学における研究の方向性について調査を行った。その結果、「大学は実

用化の可能性の高い研究を行うべきである」という設問について、約 8 割（14/18 社）の企

業が否定的な回答をした一方で、「大学は基礎研究を重視すべきである」という設問に対し

ては、約 9割（16/18 社）の企業が肯定的な回答をした。さらに「大学の研究は講座の主宰

者が設定したテーマで進めるものである」という設問については、約 9 割（16/18 社）の企

業が肯定的な回答をした。また博士人材の採用に関しては、約 6割（11/18 社）の企業が博

士課程の研究テーマは採用時の重要なポイントであると回答した。一方で、採用においては

学生の研究テーマに関わりなく、知識と技術を重視するという意見も多かった（8 割以上、

15/18 社）。以上のことから、製薬企業は博士人材を採用する際にその学生の研究テーマは

重視するものの、大学における博士人材育成において、研究テーマに関わりなく大学院で培

 
5 新しい創薬モダリティ：従来の医薬品の主流であった低分子医薬や抗体医薬に加えて、近年開発・実

用化が進んでいる革新的な創薬技術に基づく医薬品（核酸医薬、遺伝子治療薬、細胞治療薬など）を指

す。従来の医薬品では治療が難しかった種々の疾患に対して、新しい作用機序で治療の可能性を広げる

ものとして注目されている。 
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われた知識と技術を重視している傾向があることが示唆された。 

医療機関に対しても臨床現場の求める人材と大学で育成する人材のミスマッチに関する

調査を行ったが、約 90％が「大学は医療現場が求める研究および人材養成を重視すべきで

ある」、約 96％が「大学は臨床研究や医療機関との共同研究に積極的に取り組むべきである」

と回答した。「大学は基礎研究を重視すべきである」について賛同した割合は約 53％、「大学

の研究は講座の主宰者が設定したテーマで進めるものである」については、賛同しない割合

が約 55％であった。一方で、「博士課程の研究テーマは採用決定の重要項目である」につい

て否定的な意見が多く（約 82％）、「採用においては学生の研究テーマに関わりなく、知識と

技術を重視する」については肯定的な意見が非常に多く（約 89％）、製薬企業と同様に臨床

現場でも個別の研究でなく博士としての全般的な知識と技術を身に付けた人材育成を求め

ていることが分かった。 

パネル討論においても、求められる博士人材像、育成すべき博士人材像について意見が交

わされた。まず基本的なこととして、企業においては、博士人材の即戦力性が重視されてお

り、やはり高度な専門知識と独立した研究遂行能力が期待され、実際には将来的にプロジェ

クト責任者レベルの役割が任せられる資質を有すると評価されていることが確認された。ま

た、医薬品医療機器総合機構（PMDA）では、博士の学位を持つ職員が全体の 2割、管理職で

は約 4 割に達しており、博士の学位取得者の専門性を高く評価していることが紹介された。

大学病院における博士人材活用の具体例として、医薬品情報室 （DI 室）の全職員が博士の学

位保持者であること、DI 業務や感染対策、安全管理など高度医療に不可欠な役割を担って

いるという事例が説明され、特定機能病院としての責務を果たすには、研究と教育に貢献で

きる博士人材の確保が不可欠であることが強調された。一方で、企業・大学のパネリストか

らは、博士課程での 「プレゼンテーション能力」「コミュニケーション能力」「リーダーシッ

プ」「交渉力」などの非常に一般的な汎用的能力の育成の重要性が強調された。行政のパネ

リストも、専門技術の習得だけでなく、チームを巻き込んでプロジェクトを進めるための 「プ

レゼンテーション能力」や 「交渉力」などの汎用的能力が必要だと述べ、特に博士課程での

経験が、これらの能力を涵養する重要な場になるとした。また、創薬研究では、モダリティ

の多様化と技術進化に伴い、専門領域を超えて課題解決に挑む力が必要とされていることが

説明された。さらに、企業のパネリストからは、近年の創薬モダリティの変化に伴い、大学

教育とのミスマッチが発生している可能性があるとの指摘があり、抗体・核酸医薬など新し

いモダリティに関する情報収集と問題解決力を重視し、アカデミア側に深い基礎力と応用展

開能力の育成への期待が述べられた。 

博士課程における大学院生の研究テーマは、指導教員の専門領域に依存するところが大き

いが、専門的能力および汎用的能力の両方を養うことが重要と思われる。 

 

（5） 博士の学位取得メリットの学生への訴求／学生に対する「研究の魅力」の再提示と動機づ

けの強化 

パネル討論では「博士人材になりたいと思うような、本来の研究することの楽しさ、面白

さなどを学生に伝えられているかどうか」という今回、浮き彫りになった課題についてさま

ざまな意見が交わされた。次項でも述べるようにキャリアパスの明確化が一つの鍵となるが、

博士の学位取得者の多様な進路を示すことにより、学生が自身の将来を描く手助けを行うこ

とが重要との意見があった。アカデミアだけでなく、企業や公的研究機関で活躍する博士人

材による講義やセミナー等を開催し、実際の事例を通じて学生の興味を引くことが求められ

るとの指摘もあった。 
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さらに、研究環境の魅力を向上させることが重要であり、学生が興味を持ち、進学したく

なるような魅力的な研究を行い、建設的なフィードバックを提供する体制を整えることの重

要性が述べられた。また産官学連携を強化し、学生の研究が社会に貢献することを強調する

ことで、彼らのモチベーションを高めることが出来るのではないかという意見が出された。

同じ研究室の博士の学位取得者が、ある大手製薬会社に連続して就職したことで、その研究

室の博士課程進学者が増えた実例が紹介された。また、今回、博士課程の“学生自身”が世

代を超えた身近で強力なロールモデルとなり得るという観点も示された。具体的な例として

「東北大学サイエンス・アンバサダー」の取り組み[12] があげられる。これは、女子大学

院生が小中高校生に科学（自然科学・人文科学・社会科学）の魅力を伝える機会を設け、身

近なロールモデルとなることを通して次世代の研究者を育成することを目的とした活動で

ある。こうした事例を参考に、薬学分野においても、大学院生が低学年の薬学部生にとって

身近なロールモデルとして交流する場を設けることは、学部学生が博士課程進学を含む将来

像を検討する際の一助となり得ると考えられる。 

 
（6） 博士人材の活躍の場の見える化 

博士人材が如何に社会で活躍しているかを可視化することは、博士課程への進学率を向上

させるための重要方策の一つである。最近、文部科学省が経済産業省と協力して「博士人材

の民間企業での活躍促進について」という事業において、3つの資料を公表した[13]。その

中の一つ「博士人材ロールモデル事例集」には 25 名の博士人材がどのような立場で活躍し

ているかなど、が詳細に説明されている。この資料は全ての業種の民間企業を対象としたも

のであり、薬学博士の取得者の紹介は 1事例のみである。今後、日本薬系学会連合の活動の

中で製薬企業等の薬学博士人材のキャリアパスに特化した情報を整理することも有効かも

しれない。企業、大学、医療機関、行政や公的研究機関など多様な就職先についての情報提

供が必要であろう。 

給与、職位、昇進などの処遇面の可視化も重要である。今回実施した医療機関に対するア

ンケート調査では、約 35％が処遇面で博士の学位の有無による違いがあると回答したが、5

割以上はないと回答し、博士人材が処遇面で優遇されているのは一部の大学病院や特定機能

病院に限定されていることが浮き彫りになった。今回、製薬企業には同様の質問はしていな

いが、「博士人材の民間企業での活躍促進について」の事業[13]において公表された資料の

一つ 「博士人材ファクトブック」には以下の 3つの興味深いデータが示されている[14] （資

料編、資料 4）。 

① 日本の産業界において研究者に占める博士の学位保持者の割合（4.2％）は米国

（10.6％）の半分以下であるが、医薬品産業ではその割合は 17.2％と高い 

② 日本の産業界で活躍する博士人材の初任給は医薬品を含めほとんどの業種で他の学

歴（修士卒、学部卒）より高くなっている（医薬品の博士の初任給は大卒の 1.23 倍で

業界トップ） 

③ 日本における博士人材の採用数の 1位は製薬企業であり、5位、6位を含め 12 社が上

位 39 位内にランクインしている 

 

医薬品産業に就職する学生は薬系出身とは限らないが、薬系の博士人材の主たる進路であ

る製薬企業において活躍の場や環境が準備されていることが可視化された資料として、博士

課程進学率の向上を促すエビデンスと思われる。このような情報を共有するためのマッチン

グイベントを大学と製薬企業が連携して企画することも有効な施策と考えられる。 
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４ 薬系博士人材養成の現状を改善するために 

本報告では、我が国の薬系博士人材養成の現状をさまざまな角度から分析し、個々の課題

を抽出すると共にその課題解決の糸口になる対応策を考察した。以下に、薬系博士人材養成

をより良い方向に進めるための施策をとりまとめたので報告する。 
 

(1) 学生の博士課程への進学意欲を増すための施策 

① 在学中の経済的支援の充実 

奨学金制度を充実させて経済的支援を整備することは、学生の博士課程に進学する意欲や

モチベーションを後押しする最も重要な施策の一つである。現在、国が主導して進めている

給付型奨学金制度 SPRING[8]については、この制度を活用した多くの大学がプラスの効果が

あったと回答し、この制度の継続並びにさらなる充実が求められる。今後、この制度を利用

できていないより多くの薬系大学にも経済的支援が行きわたる仕組みの構築も必要であろ

う。大学独自で実施している給付型奨学金制度や薬系の学協会が整備している博士課程の大

学院を対象とした給付型の奨学金制度[15]などさまざまなレベルでのさらなる経済的支援

の充実が望まれる。 

② 「研究の魅力」の再提示 

今回、学生の進学意欲を増すための課題として、博士号取得のメリットをうまく学生へ訴

求すること、「研究の魅力」の再提示と動機づけの強化が、新たに浮き彫りとなった。すな

わち、アカデミア、企業、公的研究機関等、実際の事例を通じて博士号取得者には多様な進

路が開けていることを示すことで学生の興味を引くことが重要であろう。さらに、学生の興

味を引き、進学意欲を刺激するような魅力的な研究を行うこと、また適切な指導体制を整え

ること、産官学連携を強化して学生の研究が社会に貢献していることを強調することで、モ

チベーションを高めることも重要であろう。 

③ ロールモデルの提示 

適切なロールモデルの提示が博士課程進学率を向上させるための重要な課題の一つであ

ることが明らかとなった。今回、各ステークホルダー間で温度差が見られたが、今後、薬系

博士人材が如何に社会で活躍しているかを可視化する努力をさまざまなレベルで取り組ん

で行く必要があると考える。文部科学省が公開した「博士人材ロールモデル事例集」[13]は

一例であるが、今後、日本薬系学会連合が主導して、アカデミア、製薬企業、医療現場、行

政や公的研究所等で活躍する薬系博士人材の事例集を作成することを提案する。 

さらに、「東北大学サイエンス・アンバサダー」の取り組み[12]のように、博士課程の“学

生自身”が世代を超えた身近で強力なロールモデルとなり得るという観点が示された。この

取り組みは、小中高校生だけでなく、進路選択の初期段階にある低学年の薬学部生に対して

も有効に働くと考えられる。したがって、日本薬系学会連合が薬系の大学院生に対して、こ

のような発信活動の場を体系的に提供し、低学年の薬学部生を対象とした活動を支援すれば

博士課程への進学希望者を増やす効果が期待できる。 

④ 博士の学位取得後の処遇の提示 

博士の学位を取得した後に薬系の博士人材が社会人となった際の処遇を示すことは、博士

進学を後押しする大きなインセンティブになると考えられる。「博士人材ファクトブック」

に示されているように医薬品産業において博士人材の研究者の割合や採用数が多く、初任給

も高いことなどの情報は企業研究者を志望する学生には進学意欲を高めると考えられる。他

の職種についても同様の情報を収集し、学生に共有することは効果的な施策になると思われ

る。 
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(2) 社会ニーズを反映した博士人材養成プログラム 

製薬企業および医療機関がいずれも博士課程における研究テーマにはこだわらず、十分な

知識と技術を身に付けた人材の養成を求めている。社会ニーズを注視することは重要である

が、学生がどのような進路に進む場合も、各研究室で設定したテーマに専念して研究活動を

遂行することで高度な知識と技術を身に付けた人材を養成できるプログラムの構築が望ま

しいと考える。 

社会人大学院生を積極的に受け入れることは今後の重要な課題の一つであるが、多くの大

学が社会人枠で博士の学位の取得を目指しやすい環境を整えているにもかかわらず実際に

学位取得に繋がるケースは少ないのが実態である。社会人ドクターを送り出す側である製薬

企業および医療現場の多くも博士の学位取得支援が博士人材の増加と活躍促進につながる

と考えており、実際に従業員や薬剤師が社会人博士課程に進むための体制や仕組みを整備す

ることが必要であろう。 

文部科学省は博士課程において、専門的な知識・研究能力のみならず、論理的思考力など

の汎用的な能力を身に付けることの重要性を明確にするための、大学院設置基準等の改正も

見据えた検討を進めるとしている[5]。薬系の大学院においてもこのような観点から、汎用

的能力を醸成するためのプログラムを取り入れるなどの教育改革も必要と考える。 

 

(3) 医療現場や他学部を含めた共同研究の推進 

医療現場や他学部を含めて共同研究への取り組みを推進することは、博士課程進学率を向

上させる方策の一つと考えられる。臨床現場においては、薬剤師主体の研究は、解析手法や

研究設備・研究体制の制限などから施設内で完結しないものも多いため、臨床研究やそれを

基礎へと展開する rTR について大学と共同して実施することで、薬剤師が社会人ドクター制

度を活用して博士学位取得を促進するためのきっかけともなる。 

また、薬学部内および他学部を含めて異分野研究領域との共同研究への取り組みも幅広い

興味を持つ博士課程の学生の受け皿となり、汎用的能力、プロジェクトマネジメント能力、

協働力などを養う有効な方策と考えられる。薬学部には化学系、生物系、物理系の基礎系の

研究室から医療系、臨床系の研究室、情報系の研究室等、専門分野の異なる多岐に渡る研究

室が存在するため、研究室間の共同研究は博士課程の学生にとってより魅力的になると考え

られる。 
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＜資料編＞ 

資料１ アンケート関連資料 

１-① アンケート調査実施概要および集計結果 

 

１．調査の目的 

「薬学の未来を支える研究者養成」をテーマに、博士課程進学率低迷の問題や若手研

究者養成に関する課題等について現状を明らかにすること。（それを元に、第２回設立記

念フォーラムにて、生命科学・健康科学の一翼を担う薬学を学問基盤とする薬系学会の連

合体として取り組むべき課題を抽出、深掘りすると共に課題解決に向けた活動の方向性

や取り組み方について議論を行う） 

 

２．調査対象 

薬科大学・薬学部を持つ大学、大学病院及び特定機能病院、製薬部門を持つ企業 

 

３．調査方法 

「大学」「病院」「企業」の３種の、対象別 Web アンケート（Google フォームを使用） 

 

４．調査期間 

2024 年 10 月 30 日（水）～2024 年 12 月 7 日（土） 

 

５．回収数・回収率 

薬科大学・薬学部を持つ大学 67/80 機関（回収率 83.8%） 

大学病院及び特定機能病院 98/159 機関（回収率 61.6%） 

製薬部門を持つ企業 18/70 社（回収率 25.7%） 

 

 



大学へのアンケート 

（設問１）我が国の大学院博士課程入学者数は、2003 年度をピークに長期的な減少傾向

が続いています。このことをご存じでしたか？ 

 回答数 割合 

知っていた 63 95.45% 

知らなかった 3 4.55% 

総計 66 100.00% 

 

 

（設問２）博士人材に関する動向（入学者数、キャリアパス等）に興味をお持ちですか？ 

 回答数 割合 

非常にある 25 37.88% 

ある 38 57.58% 

余りない 2 3.03% 

ない 1 1.52% 

総計 66 100.00% 

 

（設問３）文部科学省は企業に対して 7 項目を列挙して「博士人材の活躍促進に向けた企

業の協力等に関するお願いについて」（以下、「文部科学省からのお願い」と表記）をホー

ムページで公表しています。 

 

１．博士人材の採用拡大・処遇改善 

２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 

３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 

４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 

５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 

６．従業員の博士号取得支援 

７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 

https://www.mext.go.jp/content/20240326-mxt_kiban03-000034860_0.pdf 

 

上記について以下の設問にお答えください。 

 

（設問３－１）この「文部科学省からのお願い」をご存じでしたか？  
回答数 割合 

はい 25 37.88% 

いいえ 41 62.12% 

総計 66 100.00% 

 

（設問３－２）「文部科学省からのお願い」は、実現されたら博士課程・博士後期課程への

進学率の向上・活躍の増加につながると思いますか？各項目について以下の１～４のう

ち最も当てはまる番号をお答えください。 
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１．博士人材の採用拡大・処遇改善   
有効回答数 割合 

非常にそう思う 30 45.45% 

そう思う 26 39.39% 

余りそう思わない 8 12.12% 

全くそう思わない 2 3.03% 

総計 66 100.00% 

 

２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進   
有効回答数 割合 

非常にそう思う 13 19.70% 

そう思う 18 27.27% 

余りそう思わない 27 40.91% 

全くそう思わない 8 12.12% 

総計 66 100.00% 

 

３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進  
有効回答数 割合 

非常にそう思う 9 13.64% 

そう思う 35 53.03% 

余りそう思わない 18 27.27% 

全くそう思わない 4 6.06% 

総計 66 100.00% 

 

４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 

 有効回答数 割合 

非常にそう思う 20 30.30% 

そう思う 29 43.94% 

余りそう思わない 13 19.70% 

全くそう思わない 4 6.06% 

総計 66 100.00% 

 

５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 

 有効回答数 割合 

非常にそう思う 27 40.91% 

そう思う 27 40.91% 

余りそう思わない 9 13.64% 

全くそう思わない 3 4.55% 

総計 66 100.00% 
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６．従業員の博士号取得支援 

 有効回答数 割合 

非常にそう思う 23 34.85% 

そう思う 33 50.00% 

余りそう思わない 8 12.12% 

全くそう思わない 2 3.03% 

総計 66 100.00% 

 

７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 

 有効回答数 割合 

非常にそう思う 20 30.30% 

そう思う 30 45.45% 

余りそう思わない 14 21.21% 

全くそう思わない 2 3.03% 

総計 66 100.00% 

 

 

（設問４）大学として企業が「文部科学省からのお願い」7 項目に対応することを期待します

か？各項目について以下の１～４のうち最も当てはまる番号をお答えください。 

１．博士人材の採用拡大・処遇改善 

 有効回答数 割合 

大いに期待する 35 53.03% 

期待する 22 33.33% 

余り期待しない 7 10.61% 

期待しない 2 3.03% 

総計 66 100.00% 

 

２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 

 有効回答数 割合 

大いに期待する 13 19.70% 

期待する 19 28.79% 

余り期待しない 24 36.36% 

期待しない 10 15.15% 

総計 66 100.00% 

 

３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 

 有効回答数 割合 

大いに期待する 17 25.76% 

期待する 27 40.91% 

余り期待しない 18 27.27% 
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期待しない 4 6.06% 

総計 66 100.00% 

 

４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進  
有効回答数 割合 

大いに期待する 21 31.82% 

期待する 28 42.42% 

余り期待しない 14 21.21% 

期待しない 3 4.55% 

総計 66 100.00% 

 

５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 

 有効回答数 割合 

大いに期待する 29 43.94% 

期待する 25 37.88% 

余り期待しない 10 15.15% 

期待しない 2 3.03% 

総計 66 100.00% 

 

６．従業員の博士号取得支援 

 有効回答数 割合 

大いに期待する 30 45.45% 

期待する 26 39.39% 

余り期待しない 8 12.12% 

期待しない 2 3.03% 

総計 66 100.00% 

 

７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供  
有効回答数 割合 

大いに期待する 22 33.33% 

期待する 30 45.45% 

余り期待しない 11 16.67% 

期待しない 3 4.55% 

総計 66 100.00% 

 

（設問５）博士後期課程への進学率に関する以下の設問にお答えください。 

（設問５-１）過去３年間で、貴学の博士後期課程への進学率は上昇傾向あるいは下降傾

向ですか？該当する番号をお答えください。  
有効回答数 割合 

上昇傾向 5 8.06% 



一般社団法人日本薬系学会連合 第2回設立記念フォーラム アンケート調査 

6 

 

下降傾向 6 9.68% 

どちらともいえない 24 38.71% 

該当しない（博士後期課程が設置されていない） 27 43.55% 

総計 62 100.00% 

 

（設問６）博士課程への進学率に関する以下の設問にお答えください。 

（設問６-１）過去３年間で、貴学の博士課程の進学率は上昇傾向あるいは下降傾向です

か？該当する番号をお答えください。 

 有効回答数 割合 

上昇傾向 13 20.00% 

下降傾向 17 26.15% 

どちらともいえない 32 49.23% 

該当しない（博士課程が設置されていない） 3 4.62% 

総計 65 100.00% 

 

（設問７）社会人を対象とした博士後期課程／博士課程に関する以下の設問にお答えくだ

さい。 

（設問７-1）貴学の博士後期課程／博士課程の在籍者（令和 6 年 10 月時点）について、

在籍者総数と、そのうちの社会人の在籍者総数をお教えください。 

在籍者総数 うち、社会人総数 有効回答数（機関数） 

1-10 名 1-10 名 15 

11-20 名 
1-10 名 4 

11-20 名 3 

21-30 名 
1-10 名 5 

11-20 名 2 

51-60 名 

11-20 名 3 

21-30 名 1 

31-40 名 1 

41-50 名 1 

61-70 名 

1-10 名 1 

11-20 名 2 

21-30 名 1 

71-80 名 1-10 名 2 

91-100 名 1-10 名 1 

101-110 名 71-80 名 1 

 総計 45 

 

（設問７-２）上記の社会人の博士後期課程／博士課程の在籍者（令和 6 年 10 月時点）の

所属（企業、病院、薬局、その他）の内訳をお答えください。 

社会人在籍者総数 企業 病院 薬局 大学 その他 
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31-40 19 20     1 

41-50 20 20     3 

71-80 22 41 9   3 

総計 185 171 40 7 37 

 

（設問７-３）過去３年間で、社会人枠で博士の学位を取得される人材は増えていますか。

該当する番号をお答えください。  
有効回答数 割合 

はい（増えている） 13 20.31% 

かわらない／どちらとも言えない 41 64.06% 

いいえ（減っている） 10 15.63% 

総計 64 100.00% 

 

（設問７-４）貴学は社会人枠で博士の学位の取得を目指しやすい環境となっています

か？該当する番号をお答えください。これに関する課題があればお教えください。 

 

 

 

 

 

（設問８）令和 3 年度から令和 5 年度まで給付型奨学金を含む博士課程学生支援制度

（次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING）と大学フェローシップ創設事業）が導入さ

れました。これらについて、以下の設問にお答えください。 

 

（設問８-1）貴大学では上記の制度に参加されましたか？該当する番号をお答えください。

参加されている場合はそのプログラム名に〇を付けてください。 

 有効回答数 割合 

はい（両方） 9 13.85% 

はい（次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING）のみ） 10 15.38% 

いいえ（参加していない） 46 70.77% 

総計 65 100.00% 

 

（設問８-２）これらの制度は博士後期課程および博士課程の進学率に対してプラスの効

果があったと思いますか？該当する番号をお答えください。 

 有効回答数 割合 

はい 15 83.33% 

どちらとも言えない 3 16.67% 

総計 18 100.00% 

 

 
有効回答数 割合 

はい 48 73.85% 

いいえ 17 26.15% 

総計 65 100.00% 
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（設問８-３）令和 6 年度からは新たな次世代研究者挑戦的研究プログラム（新 SPRING）

が始まっています。このような給付型奨学金の制度について、今後も継続することを期待

しますか？該当する番号をお答えください。 

１ 大いに期待する 

２ 期待する 

３ 余り期待しない 

４ 期待しない 

 有効回答数 割合 

大いに期待する 14 66.67% 

期待する 7 33.33% 

総計 21 100.00% 

 

 

（設問（８-４）貴大学では上記の制度に加えて、大学独自の博士課程学生支援プログラム

（給付型奨学金を含む）を実施、あるいは計画されていますか？またその導入予定をお教

えください。以下の１～４のうち該当する番号をお答えください。 

 有効回答

数 

割合 

現在、実施している。今後も継続する予定である。 32 51.61% 

現在、計画している。今後、導入する予定である。 2 3.23% 

現在、計画していない。今後、計画・導入することを検討してい

る。 

10 16.13% 

現在、計画していない。今後も導入する予定はない。 18 29.03% 

総計 62 100.00

% 

 

（設問９）最後に、回答された方のお立場について、可能な範囲でお答えください（学部長・

教授・教務担当・入試担当、等） 

 有効回答数 割合 

学長 2 3.23% 

学部長 34 54.84% 

副学部長（教務担当）、教務担当職員 1 1.61% 

研究科長 10 16.13% 

教授 9 14.52% 

教務担当 3 4.84% 

准教授 1 1.61% 

助教 1 1.61% 

総務課 1 1.61% 

総計 62 100.00% 
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医療機関へのアンケート 

（設問１）我が国の大学院博士課程入学者数は、2003 年度をピークに長期的な減少傾向

が続いています。このことをご存じでしたか？ 

 有効回答数 割合 

知っていた 66 67.34% 

知らなかった 32 32.65% 

総計 98 100.00% 

 

（設問２）博士人材に関する動向（入学者数、キャリアパス等）に興味をお持ちですか？ 

 有効回答数 割合 

非常にある 26 26.53% 

ある 53 54.08% 

余りない 19 19.39% 

総計 98 100.00% 

 

 

（設問３）文部科学省は企業に対して 7 項目を列挙して「博士人材の活躍促進に向けた企

業の協力等に関するお願いについて」（以下、「文部科学省からのお願い」と表記）をホー

ムページで公表しています。 

 

１．博士人材の採用拡大・処遇改善 

２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 

３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 

４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 

５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 

６．従業員の博士号取得支援 

７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 

https://www.mext.go.jp/content/20240326-mxt_kiban03-000034860_0.pdf 

 

この「文部科学省からのお願い」をご存じでしたか？ 

 有効回答数 割合 

はい 22 22.45% 

いいえ 76 77.55% 

総計 98 100.00% 

 

 

（設問４）「文部科学省からのお願い」と同様の要請が全国の病院薬剤部／薬剤部門に対

して出された場合、薬剤部／薬剤部門における博士人材の増加と活躍促進につながると

思いますか？ 各項目について、以下の１～４のうち最も当てはまる番号をお答えくださ

い。 
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１． 博士人材の採用拡大・処遇改善 

 有効回答数 割合 

非常にそう思う 22 22.45% 

そう思う 36 36.73% 

余りそう思わない 33 33.67% 

全くそう思わない 7 7.14% 

総計 98 100.00% 

 

２． 博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 

 有効回答数 割合 

非常にそう思う 9 9.18% 

そう思う 28 28.57% 

余りそう思わない 54 55.10% 

全くそう思わない 7 7.14% 

総計 98 100.00% 

 

３． 博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進  
有効回答数 割合 

非常にそう思う 8 8.25% 

そう思う 43 44.33% 

余りそう思わない 39 40.21% 

全くそう思わない 7 7.22% 

総計 97 100.00% 

 

４． 博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 

 有効回答数 割合 

非常にそう思う 16 16.33% 

そう思う 36 36.73% 

余りそう思わない 39 39.80% 

全くそう思わない 7 7.14% 

総計 98 100.00% 

 

５． 奨学金の病院等による代理返還制度の活用促進 

 有効回答数 割合 

非常にそう思う 21 21.43% 

そう思う 33 33.67% 

余りそう思わない 37 37.76% 

全くそう思わない 7 7.14% 

総計 98 100.00% 
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６． 病院薬剤師の博士号取得支援 

 有効回答数 割合 

非常にそう思う 32 32.65% 

そう思う 46 46.94% 

余りそう思わない 16 16.33% 

全くそう思わない 4 4.08% 

総計 98 100.00% 

 

７． 病院で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供  
有効回答数 割合 

そう思う 51 52.04% 

全くそう思わない 1 1.02% 

非常にそう思う 27 27.55% 

余りそう思わない 19 19.39% 

総計 98 100.00% 

 

 

（設問５）「文部科学省からのお願い」と同様の要請が全国の病院薬剤部門に対して出さ

れた場合、貴病院薬剤部門において対応可能な項目はありますか？対応可能な項目の

番号をお答えください（複数回答可）。  
有効回答数 割合 

博士人材の採用拡大・処遇改善 32 33.33% 

博士人材の採用プロセスにおける海外留

学経験の評価促進 

10 10.42% 

博士後期課程学生を対象としたインターン

シップの推進 

19 19.79% 

博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控

除の活用促進 

8 8.33% 

奨学金の病院等による代理返還制度の活

用促進 

3 3.13% 

病院薬剤師の博士号取得支援 67 69.79% 

病院で活躍する博士人材のロールモデル

の選定と情報提供 

40 41.67% 

ない 19 19.79%  
96 100% 

 

 

（設問６）博士の学位を取得している教員を含む薬剤師数と、貴病院薬剤部門所属の薬剤

師の総数をお教えください。 

薬剤部門所属の薬剤師総数 博士学位を持つ薬剤師数 有効回答数 



一般社団法人日本薬系学会連合 第2回設立記念フォーラム アンケート調査 

12 

 

10 名未満 0-4 名 5 

15-19 名 1 

10-19 名 0-4 名 5 

10-14 名 1 

20-29 名 0-4 名 10 

30-39 名 0-4 名 7 

5-9 名 5 

10-14 名 2 

40-49 名 0-4 名 7 

5-9 名 5 

10-14 名 4 

15-19 名 1 

50-59 名 0-4 名 8 

10-14 名 2 

15-19 名 1 

60-69 名 0-4 名 5 

60-69 名 

 

5-9 名 2 

10-14 名 1 

0-4 名 3 

70-79 名 5-9 名 3 

10-14 名 1 

20-24 名 1 

80-89 名 0-4 名 3 

5-9 名 1 

10-14 名 2 

90-99 名 0-4 名 1 

5-9 名 2 

15-19 名 1 

100-109 名 5-9 名 1 

15-19 名 2 

110-119 名 5-9 名 1 

10-14 名 1 

15-19 名 1 

130-140 名 10-14 名 1 

 総計 97 

 

 

（設問７）貴病院薬剤部門の職務規程に関する以下の設問にお答えください。 

（設問７-1）貴病院薬剤部門所属の専任教員数と専任薬剤師数（教員以外）および大学院

指導資格（あるいは学位審査資格）を有する教員数をお教えください。 
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薬剤部門所属の専任教員数 有効回答数 割合 

0-4 名 88 90.72% 

5-9 名 3 3.09% 

10-14 名 2 2.06% 

15-19 名 2 2.06% 

20-24 名 1 1.03% 

35-39 名 1 1.03% 

総計 97 100.00% 

 

薬剤部門所属の専任薬剤師数（教員以外） 有効回答数 割合 

0-9 名 18 19.15% 

10-19 名 5 5.32% 

20-29 名 8 8.51% 

30-39 名 13 13.83% 

40-49 名 14 14.89% 

50-59 名 10 10.64% 

60-69 名 5 5.32% 

70-79 名 7 7.45% 

80-89 名 5 5.32% 

90-99 名 5 5.32% 

100-109 名 1 1.06% 

110-119 名 2 2.13% 

130-139 名 1 1.06% 

総計 94 100.00% 

 

薬剤部門所属の大学院指導資格 

（あるいは学位審査資格）を有する教員数 

有効回答数 割合 

1 名 17 18.09% 

2 名 36 38.30% 

3 名 12 12.77% 

4 名 4 4.26% 

5 名 5 5.32% 

6 名 6 6.38% 

7 名 14 14.89% 

総計 94 100.00% 

 

（設問７-２）教員職の職務規程に「研究」は入っていますか？ 該当する番号をご回答くだ

さい。 

 有効回答数 割合 
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はい 51 52.58% 

いいえ 7 7.22% 

該当しない（教員がいない） 39 40.21% 

総計 97 100.00% 

 

（設問７-３）薬剤師（教員以外）の職務規程に「研究」は入っていますか？  

 有効回答数 割合 

はい 26 26.80% 

いいえ 71 73.20% 

総計 97 100.00% 

 

（設問７－４）貴病院薬剤部門では薬剤師が博士の学位を取得するために支援する仕組

みをお持ちですか？ 

 有効回答数 割合 

ある 35 36.08% 

ない 64 63.91% 

総計 97 100.00% 

 

（設問８）貴病院薬剤部門では薬剤師が博士の学位を取得するために支援する仕組みを

お持ちですか？該当する番号をご回答ください。お持ちの場合は具体的にどのような仕組

みをお持ちかもお教えください。  
有効回答数 割合 

ある 38 38.78% 

ない 60 61.22% 

総計 98 100.00% 

 

（設問９）博士の学位を取得している薬剤師と未取得の薬剤師に関する以下の設問にお

答えください。 

（設問９－１）現在、貴病院薬剤部門では博士人材を積極的・意識的に採用しています

か？該当する番号をご回答ください。  
有効回答数 割合 

している 34 34.69% 

していない 32 32.65% 

どちらともいえない 32 32.65% 

総計 98 100.00% 

 

（設問９－２）博士の学位を取得している薬剤師と未取得の薬剤師について、期待する点

や採用時の評価に違いはありますか？該当する番号をご回答ください。ある場合は具体

的にどのような点に違いがあるかもご回答ください。 
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有効回答数 割合 

ある 54 55.67% 

ない 43 44.33% 

総計 97 100.00% 

 

（設問９-３）博士の学位を取得している薬剤師と未取得の薬剤師に薬剤師としての能力に

違いを感じますか？該当する番号をご回答ください。ある場合はどのような能力に違いを

感じているかもご回答ください。 

 

 有効回答数 割合 

ある 59 61.46% 

ない 37 38.54% 

総計 96 100.00% 

 

（設問９-４）博士の学位を取得している薬剤師と未取得の薬剤師について、処遇（給与、

職位、昇進など）に違いはありますか？該当する番号をご回答ください。ある場合は具体

的にどのような点に違いがあるかもご回答ください。 

 有効回答数 割合 

ある 34 34.69% 

ない 51 52.04% 

わからない（経験がない、等） 13 13.27% 

総計 98 100.00% 

 

（設問１０）前述の「文部科学省からのお願い」７項目以外に、貴病院薬剤部門において行

われている博士人材活躍促進に繋がるような取り組みはありますか？ある場合は、可能

な範囲でどのような取り組みかお教えください。  
有効回答数 割合 

ある 9 9.18% 

ない 89 90.82% 

総計 98 100.00% 

 

（設問１１）近年、臨床現場においては、臨床研究と社会的ニーズとの関係を理解してい

る、リサーチクエスチョンの組み立て方や研究の展開方法を理解している、臨床データの

特性に応じた解析手法に長けている等の人材が求められています。これに関連して、臨

床現場の求める人材と大学で育成する人材のミスマッチが指摘されています。博士人材

の育成や人材ミスマッチについてのご意見をお聞きします。下に挙げた 6 項目に対して、

以下の１～４のうち最も当てはまる番号をお答えください。 

 

１ 大学は医療現場が求める研究および人材養成を重視すべきである。  
有効回答数 割合 
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大いに賛同する。 39 39.80% 

ある程度、賛同する。 49 50.00% 

余り、賛同しない。 9 9.18% 

全く賛同しない。 1 1.02% 

総計 98 100.00% 

 

２ 大学は臨床研究や医療機関との共同研究に積極的に取り組むべきである。  
有効回答数 割合 

大いに賛同する。 44 44.90% 

ある程度、賛同する。 50 51.02% 

余り、賛同しない。 4 4.08% 

全く賛同しない。 0 0% 

総計 98 100.00% 

 

３ 大学は基礎研究を重視すべきである。  
有効回答数 割合 

大いに賛同する。 18 18.37% 

ある程度、賛同する。 34 34.69% 

余り、賛同しない。 39 39.80% 

全く賛同しない。 7 7.14% 

総計 98 100.00% 

 

４ 大学の研究は講座の主宰者が設定したテーマで進めるものである。  
有効回答数 割合 

大いに賛同する。 8 8.16% 

ある程度、賛同する。 36 36.73% 

余り、賛同しない。 47 47.96% 

全く賛同しない。 7 7.14% 

総計 98 100.00% 

 

５ 博士課程の研究テーマは採用決定の重要項目である。  
有効回答数 割合 

大いに賛同する。 4 4.08% 

ある程度、賛同する。 14 14.29% 

余り、賛同しない。 59 60.20% 

全く賛同しない。 21 21.43% 

総計 98 100.00% 

 

６ 採用においては学生の研究テーマに関わりなく、知識と技術を重視する。  
有効回答数 割合 
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大いに賛同する。 30 30.93% 

ある程度、賛同する。 56 57.73% 

余り、賛同しない。 8 8.25% 

全く賛同しない。 3 3.09% 

総計 97 100.00% 

 

（設問１４）最後に、回答された方のお立場について、可能な範囲でお答えください（役員、

薬剤部長、採用担当、人事担当、等）  
有効回答数 割合 

薬剤部長 67 83.75% 

副薬剤部長 11 13.75% 

実務責任者 1 1.25% 

役職者 1 1.25% 

総計 80 100.00% 
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製薬企業へのアンケート 

（設問１）我が国の大学院博士課程入学者数は、2003 年度をピークに長期的な減少傾向

が続いています。このことをご存じでしたか？ 

 有効回答数 割合 

知っていた 12 66.67% 

知らなかった 6 33.33% 

総計 18 100.00% 

 

（設問２）博士人材に関する動向（入学者数、キャリアパス等）に興味をお持ちですか？  
有効回答数 割合 

非常にある 7 38.89% 

ある 11 61.11% 

総計 18 100.00% 

 

 

文部科学省は産業界に対して以下の 7 項目を列挙して「博士人材の活躍促進に向けた

企業の協力等に関するお願いについて」（以下、「文部科学省からのお願い」と表記）をホ

ームページで公表しています。 

 

１．博士人材の採用拡大・処遇改善 

２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 

３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 

４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 

５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 

６．従業員の博士号取得支援 

７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 

https://www.mext.go.jp/content/20240326-mxt_kiban03-000034860_0.pdf 

 

上記について以下の設問にお答えください。 

 

（設問３）ホームページで公開している「文部科学省からのお願い」をご存じでしたか？  
有効回答数 割合 

はい 6 33.33% 

いいえ 12 66.67% 

総計 18 100.00% 

 

 

（設問４-１）本「文部科学省からのお願い」は博士人材の増加と活躍促進につながると思

いますか？ 各項目について、以下の１～４のうち最も当てはまる番号をお答えください。 
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１．博士人材の採用拡大・処遇改善  
有効回答数 割合 

非常にそう思う 6 33.33% 

そう思う 5 27.78% 

余りそう思わない 7 38.89% 

総計 18 100.00% 

 

２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進  
有効回答数 割合 

非常にそう思う 2 11.11% 

そう思う 9 50.00% 

余りそう思わない 7 38.89% 

総計 18 100.00% 

 

３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進  
有効回答数 割合 

非常にそう思う 1 5.56% 

そう思う 10 55.56% 

余りそう思わない 6 33.33% 

全くそう思わない 1 5.56% 

総計 18 100.00% 

 

４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進  
有効回答数 割合 

非常にそう思う 4 22.22% 

そう思う 6 33.33% 

余りそう思わない 8 44.44% 

総計 18 100.00% 

 

５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 

 有効回答数 割合 

非常にそう思う 3 16.67% 

そう思う 5 27.78% 

余りそう思わない 8 44.44% 

全くそう思わない 2 11.11% 

総計 18 100.00% 

 

６．従業員の博士号取得支援 

 有効回答数 割合 

非常にそう思う 6 33.33% 
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そう思う 10 55.56% 

余りそう思わない 1 5.56% 

全くそう思わない 1 5.56% 

総計 18 100.00% 

 

７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 

 有効回答数 割合 

そう思う 8 44.44% 

全くそう思わない 1 5.56% 

非常にそう思う 5 27.78% 

余りそう思わない 4 22.22% 

総計 18 100.00% 

 

 

（設問５）「文部科学省からのお願い」に対して企業として対応可能ですか？ 各項目につ

いて以下の１～４のうち最も当てはまる番号をお答えください。 

 

１．博士人材の採用拡大・処遇改善 

 有効回答数 割合 

すでに対応している 8 44.44% 

今後対応する予定である 1 5.56% 

対応を検討する予定である 5 27.78% 

対応する予定はない 4 22.22% 

総計 18 100.00% 

 

２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 

 有効回答数 割合 

すでに対応している 4 22.22% 

今後対応する予定である 1 5.56% 

対応を検討する予定である 6 33.33% 

対応する予定はない 7 38.89% 

総計 18 100.00% 

 

３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 

 有効回答数 割合 

すでに対応している 4 22.22% 

今後対応する予定である 1 5.56% 

対応を検討する予定である 5 27.78% 

対応する予定はない 8 44.44% 

総計 18 100.00% 
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４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 

 有効回答数 割合 

対応を検討する予定である 5 27.78% 

対応する予定はない 13 72.22% 

総計 18 100.00% 

 

５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 

 有効回答数 割合 

すでに対応している 1 5.56% 

対応を検討する予定である 3 16.67% 

対応する予定はない 14 77.78% 

総計 18 100.00% 

 

６．従業員の博士号取得支援 

 有効回答数 割合 

すでに対応している 11 61.11% 

今後対応する予定である 1 5.56% 

対応を検討する予定である 2 11.11% 

対応する予定はない 4 22.22% 

総計 18 100.00% 

 

７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 

 有効回答数 割合 

すでに対応している 4 22.22% 

今後対応する予定である 2 11.11% 

対応を検討する予定である 5 27.78% 

対応する予定はない 7 38.89% 

総計 18 100.00% 

 

 

（設問６）貴社における博士人材の採用・活用についてお尋ねいたします。 

（設問６－１）現在、貴社では博士人材を積極的・意識的に採用していらっしゃいますか？ 

 有効回答数 割合 

している 11 61.11% 

していない 1 5.56% 

どちらともいえない 6 33.33% 

総計 18 100.00% 

 

（設問６－２）博士人材を採用する際、期待する点や、評価基準等に違いはありますか？ 
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ある場合は具体的にどのような点に違いがあるかもご回答ください。 

 有効回答数 割合 

ある 14 77.78% 

ない 4 22.22% 

総計 18 100.00% 

 

（設問６－３）貴社では社員が博士の学位を取得するために支援する仕組みをお持ちです

か？該当する番号をご回答ください。お持ちの場合は具体的にどのような仕組みをお持ち

かもお教えください。 

 有効回答数 割合 

はい 12 66.67% 

いいえ 6 33.33% 

総計 18 100.00% 

 

（設問７）近年、新しいモダリティによる創薬が盛んです。これに関連して、企業の求める人

材と大学で育成する人材のミスマッチが指摘されています。博士人材の育成や人材ミスマ

ッチについてのご意見をお聞きいたします。下に挙げた 7 項目に対して、以下の１～４のう

ち最も当てはまる番号をお答えください。 

 

１ 大学は企業の求める研究および人材養成を重視すべきである。 

 有効回答数 割合 

大いに賛同する。 2 11.11% 

ある程度、賛同する。 8 44.44% 

余り、賛同しない。 7 38.89% 

全く賛同しない。 1 5.56% 

総計 18 100.00% 

 

２ 大学は実用化の可能性の高い研究を行うべきである。 

 有効回答数 割合 

ある程度、賛同する。 4 22.22% 

余り、賛同しない。 13 72.22% 

全く賛同しない。 1 5.56% 

総計 18 100.00% 

 

３ 大学は基礎研究を重視すべきである。 

 有効回答数 割合 

大いに賛同する。 5 27.78% 

ある程度、賛同する。 11 61.11% 

余り、賛同しない。 2 11.11% 

総計 18 100.00% 
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４ 大学の研究は講座の主宰者が設定したテーマで進めるものである。 

 有効回答数 割合 

大いに賛同する。 1 5.56% 

ある程度、賛同する。 15 83.33% 

余り、賛同しない。 2 11.11% 

総計 18 100.00% 

 

５ 博士課程の研究テーマは採用決定の重要項目である。 

 有効回答数 割合 

大いに賛同する。 2 11.11% 

ある程度、賛同する。 9 50.00% 

余り、賛同しない。 7 38.89% 

総計 18 100.00% 

 

６ 採用においては学生の研究テーマに関わりなく、知識と技術を重視する。 

 有効回答数 割合 

大いに賛同する。 3 16.67% 

ある程度、賛同する。 12 66.67% 

余り、賛同しない。 3 16.67% 

総計 18 100.00% 

 

７ 国内大学から、適切な人材が確保できないときは、海外から確保する。 

 有効回答数 割合 

大いに賛同する。 2 11.11% 

ある程度、賛同する。 10 55.56% 

余り、賛同しない。 6 33.33% 

総計 18 100.00% 

 

（設問１０）最後に、回答された方のお立場について可能な範囲でお教えください（役員、

採用担当、人事、研究開発部門リーダー、等）。 

 有効回答数 割合 

役員 1 6.7% 

研究所の責任者 1 6.7% 

研究所管理職 1 6.7% 

研究部門リーダー 1 6.7% 

主席部員 1 6.7% 

人事・採用 10 66.7% 

総計 15 100％ 
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資料１－② アンケート調査票 

 
大学へのアンケート調査票 
 
（設問１）我が国の大学院博士課程入学者数は、2003 年度をピークに長期的な減少
傾向が続いています。このことをご存じでしたか？ 
１ 知っていた 
２ 知らなかった 
 
 
（設問２）博士人材に関する動向（入学者数、キャリアパス等）に興味をお持ちです
か？ 
１ 非常にある 
２ ある 
３ 余りない 
４ ない 
 
上記の回答の理由を可能な範囲でお教えください。 
【理由】 
 
 
（設問３）文部科学省は企業に対して 7 項目を列挙して「博士人材の活躍促進に向け
た企業の協力等に関するお願いについて」（以下、「文部科学省からのお願い」と表
記）をホームページで公表しています。 
 
１．博士人材の採用拡大・処遇改善 
２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 
３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 
４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 
５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 
６．従業員の博士号取得支援 
７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 
https://www.mext.go.jp/content/20240326-mxt_kiban03-000034860_0.pdf 
 
上記について以下の設問にお答えください。 
 
（設問３－１）この「文部科学省からのお願い」をご存じでしたか？ 
１ はい 
２ いいえ 
 
（設問３－２）「文部科学省からのお願い」は、実現されたら博士課程・博士後期課程
への進学率の向上・活躍の増加につながると思いますか？各項目について以下の１
～４のうち最も当てはまる番号をお答えください。 
１ 非常にそう思う  
２ そう思う  
３ 余りそう思わない  
４ 全くそう思わない  
 
１．博士人材の採用拡大・処遇改善 (1, 2, 3, 4) 

２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 (1, 2, 3, 4) 
３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 (1, 2, 3, 4) 
４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 (1, 2, 3, 4) 
５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 (1, 2, 3, 4) 
６．従業員の博士号取得支援 (1, 2, 3, 4) 
７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 (1, 2, 3, 4) 
 
上記の回答の理由を可能な範囲でお教えください。 
【理由】 
 
 
（設問４）大学として企業が「文部科学省からのお願い」7 項目に対応することを期待し
ますか？各項目について以下の１～４のうち最も当てはまる番号をお答えください。 
１ 大いに期待する  
２ 期待する  
３ 余り期待しない  
４ 期待しない  
 
１．博士人材の採用拡大・処遇改善 (１，２，３，４) 
２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 (１，２，３，４) 
３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 (１，２，３，４) 
４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 (１，２，３，４) 
５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 (１，２，３，４) 
６．従業員の博士号取得支援 (１，２，３，４) 
７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 (１，２，３，４) 
 
上記の回答の理由を可能な範囲でお教えください。 
【理由】 
 
 
（設問５）博士後期課程への進学率に関する以下の設問にお答えください。 
（設問５-１）過去３年間で、貴学の博士後期課程への進学率は上昇傾向あるいは下
降傾向ですか？該当する番号をお答えください。 
１ 上昇傾向 
２ 下降傾向 
３ どちらともいえない 
４ 該当しない（博士後期課程が設置されていない） 
 
（設問５-２）上記の理由をお教えください。また進学率を上げるための大学の試みが
あれば可能な範囲でお教えください。 
理由： 
大学の試み： 
 
（設問５-３）合わせて、貴学における博士後期課程修了者の特徴や強みなどありまし
たら、お教えください。 
 
 
（設問６）博士課程への進学率に関する以下の設問にお答えください。 
（設問６-１）過去３年間で、貴学の博士課程の進学率は上昇傾向あるいは下降傾向
ですか？該当する番号をお答えください。 
１ 上昇傾向 
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２ 下降傾向 
３ どちらともいえない 
４ 該当しない（博士課程が設置されていない） 
 
（設問６-２）上記の理由をお教えください。また進学率を上げるための大学の試みが
あればお教えください。 
理由： 
大学の試み： 
 
（設問６-３）合わせて、貴学における博士課程修了者の特徴や強みなどありました
ら、お教えください。 
 
 
（設問７）社会人を対象とした博士後期課程／博士課程に関する以下の設問にお答え
ください。 
（設問７-1）貴学の博士後期課程／博士課程の在籍者（令和 6 年 10 月時点）につい
て、在籍者総数と、そのうちの社会人の在籍者総数をお教えください。 
在籍者総数○○人 
うち、社会人総数○○人 
 
（設問７-２）上記の社会人の博士後期課程／博士課程の在籍者（令和 6 年 10 月時
点）の所属（企業、病院、薬局、その他）の内訳をお答えください。 
・社会人総数：○○名 
・内訳：企業○○名、病院○○名、薬局○○名、その他○○名 
 
（設問７-３）過去３年間で、社会人枠で博士の学位を取得される人材は増えています
か。該当する番号をお答えください。 
１ はい 
２ いいえ 
３ かわらない／どちらとも言えない 
 
（設問７-４）貴学は社会人枠で博士の学位の取得を目指しやすい環境となっています
か？該当する番号をお答えください。これに関する課題があればお教えください。 
１ はい（具体的な対応：  ） 
２ いいえ 
課題： 
 
（設問７-５）貴学の博士後期課程／博士課程における社会人在籍者の特徴、他の在
籍者との違いなどあれば、可能な範囲でお教えください。 
 
 
（設問８）令和 3 年度から令和 5 年度まで給付型奨学金を含む博士課程学生支援制
度（次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING）と大学フェローシップ創設事業）が
導入されました。これらについて、以下の設問にお答えください。 
（設問８-1）貴大学では上記の制度に参加されましたか？該当する番号をお答えくだ
さい。参加されている場合はそのプログラム名に〇を付けてください。 
１ はい 
（  ）次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING） 
（  ）大学フェローシップ創設事業 
２ いいえ 
＊（設問８-1）で「はい」と回答された大学は、以下の設問にお答えください。 
 

（設問８-２）これらの制度は博士後期課程および博士課程の進学率に対してプラスの
効果があったと思いますか？該当する番号をお答えください。 
１ はい 
２ いいえ 
３ どちらとも言えない 
 
（設問８-３）令和 6 年度からは新たな次世代研究者挑戦的研究プログラム（新
SPRING）が始まっています。このような給付型奨学金の制度について、今後も継続す
ることを期待しますか？該当する番号をお答えください。 
１ 大いに期待する 
２ 期待する 
３ 余り期待しない 
４ 期待しない 
 
＊（設問８-1）で「いいえ」と回答された大学は、上記の制度に参加しなかった理由をお
教えください。 
理由： 
 
（設問（８-４）貴大学では上記の制度に加えて、大学独自の博士課程学生支援プログ
ラム（給付型奨学金を含む）を実施、あるいは計画されていますか？またその導入予
定をお教えください。以下の１～４のうち該当する番号をお答えください。 
１ 現在、実施している。今後も継続する予定である。 
２ 現在、計画している。今後、導入する予定である。 
３ 現在、計画していない。今後、計画・導入することを検討している。 
４ 現在、計画していない。今後も導入する予定はない。 
 
 
（設問９）最後に、回答された方のお立場について、可能な範囲でお答えください（学
部長・教授・教務担当・入試担当、等） 
 
 
（その他、自由記述） 
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医療機関へのアンケート調査票 
 
（設問１）我が国の大学院博士課程入学者数は、2003 年度をピークに長期的な減少
傾向が続いています。このことをご存じでしたか？ 
１ 知っていた 
２ 知らなかった 
 
 
（設問２）博士人材に関する動向（入学者数、キャリアパス等）に興味をお持ちです
か？ 
１ 非常にある 
２ ある 
３ 余りない 
４ ない 
 
上記の回答の理由を可能な範囲でお教えください。 
【理由】 
 
 
（設問３）文部科学省は企業に対して 7 項目を列挙して「博士人材の活躍促進に向け
た企業の協力等に関するお願いについて」（以下、「文部科学省からのお願い」と表
記）をホームページで公表しています。 
 
１．博士人材の採用拡大・処遇改善 
２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 
３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 
４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 
５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 
６．従業員の博士号取得支援 
７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 
https://www.mext.go.jp/content/20240326-mxt_kiban03-000034860_0.pdf 
 
この「文部科学省からのお願い」をご存じでしたか？ 
１ はい 
２ いいえ 
 
 
（設問４）「文部科学省からのお願い」と同様の要請が全国の病院薬剤部／薬剤部門
に対して出された場合、薬剤部／薬剤部門における博士人材の増加と活躍促進につ
ながると思いますか？ 各項目について、以下の１～４のうち最も当てはまる番号をお
答えください。 
１ 非常にそう思う 
２ そう思う 
３ 余りそう思わない 
４ 全くそう思わない 
 
１．博士人材の採用拡大・処遇改善 (１，２，３，４) 
２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 (１，２，３，４) 
３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 (１，２，３，４) 
４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 (１，２，３，４) 
５．奨学金の病院等による代理返還制度の活用促進 (１，２，３，４) 
６．病院薬剤師の博士号取得支援 (１，２，３，４) 

７．病院で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 (１，２，３，４) 
上記の回答の理由を可能な範囲でお教えください。 
【理由】 
 
（設問５）「文部科学省からのお願い」と同様の要請が全国の病院薬剤部門に対して
出された場合、貴病院薬剤部門において対応可能な項目はありますか？対応可能な
項目の番号をお答えください（複数回答可）。 
１．博士人材の採用拡大・処遇改善 
２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 
３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 
４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 
５．奨学金の病院等による代理返還制度の活用促進 
６．病院薬剤師の博士号取得支援 
７．病院で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 
８．ない 
 
上記の回答の理由を可能な範囲でお教えください。 
【理由】 
 
 
（設問６）博士の学位を取得している教員を含む薬剤師数と、貴病院薬剤部門所属の
薬剤師の総数をお教えください。 
・博士学位を持つ薬剤師数：○○名 
・貴病院薬剤部門所属の薬剤師総数：○○名 
 
 
（設問７）貴病院薬剤部門の職務規程に関する以下の設問にお答えください。 
（設問７-1）貴病院薬剤部門所属の専任教員数と専任薬剤師数（教員以外）および大
学院指導資格（あるいは学位審査資格）を有する教員数をお教えください。 
教員数：   名 
薬剤師数：   名 
大学院指導資格（あるいは学位審査資格）を有する教員数：   名 
 
（設問７-２）教員職の職務規程に「研究」は入っていますか？ 該当する番号をご回答
ください。 
１ はい 
２ いいえ 
３ 該当しない（教員がいない） 
 
（設問７-３）薬剤師（教員以外）の職務規程に「研究」は入っていますか？  
１ はい 
２ いいえ 
 
 
（設問８）貴病院薬剤部門では薬剤師が博士の学位を取得するために支援する仕組
みをお持ちですか？該当する番号をご回答ください。お持ちの場合は具体的にどのよ
うな仕組みをお持ちかもお教えください。 
１ ある（支援する仕組み：      ） 
２ ない 
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（設問９）博士の学位を取得している薬剤師と未取得の薬剤師に関する以下の設問に
お答えください。 
 
（設問９－１）現在、貴病院薬剤部門では博士人材を積極的・意識的に採用していま
すか？該当する番号をご回答ください。 
１ している 
２ していない 
３ どちらともいえない（理由：       ） 
 
（設問９－２）博士の学位を取得している薬剤師と未取得の薬剤師について、期待す
る点や採用時の評価に違いはありますか？該当する番号をご回答ください。ある場合
は具体的にどのような点に違いがあるかもご回答ください。 
１ ある（違いのある点；    ） 
２ ない 
 
（設問９-３）博士の学位を取得している薬剤師と未取得の薬剤師に薬剤師としての能
力に違いを感じますか？該当する番号をご回答ください。ある場合はどのような能力
に違いを感じているかもご回答ください。 
１ ある（具体的な能力○○○○；例：問題解決能力、コミュニケーション能力など） 
２ ない 
 
（設問９-４）博士の学位を取得している薬剤師と未取得の薬剤師について、処遇（給
与、職位、昇進など）に違いはありますか？該当する番号をご回答ください。ある場合
は具体的にどのような点に違いがあるかもご回答ください。 
１ ある（違いのある点；    ） 
２ ない 
３ わからない（経験がない、等） 
 
 
（設問１０）前述の「文部科学省からのお願い」７項目以外に、貴病院薬剤部門におい
て行われている博士人材活躍促進に繋がるような取り組みはありますか？ある場合
は、可能な範囲でどのような取り組みかお教えください。 
１ ある 
取り組みの実例：○○○○ 
２ ない 
 
 
（設問１１）近年、臨床現場においては、臨床研究と社会的ニーズとの関係を理解して
いる、リサーチクエスチョンの組み立て方や研究の展開方法を理解している、臨床デ
ータの特性に応じた解析手法に長けている等の人材が求められています。これに関
連して、臨床現場の求める人材と大学で育成する人材のミスマッチが指摘されていま
す。博士人材の育成や人材ミスマッチについてのご意見をお聞きします。下に挙げた
6 項目に対して、以下の１～４のうち最も当てはまる番号をお答えください。 
１ 大いに賛同する。 
２ ある程度、賛同する。 
３ 余り、賛同しない。 
４ 全く賛同しない。 
 
１ 大学は医療現場が求める研究および人材養成を重視すべきである。(１，２，３，４) 
２ 大学は臨床研究や医療機関との共同研究に積極的に取り組むべきである。(１，
２，３，４) 

３ 大学は基礎研究を重視すべきである。(１，２，３，４) 
４ 大学の研究は講座の主宰者が設定したテーマで進めるものである。(１，２，３，４) 
５ 博士課程の研究テーマは採用決定の重要項目である。(１，２，３，４) 
６ 採用においては学生の研究テーマに関わりなく、知識と技術を重視する。(１，２，
３，４) 
 
 
（設問１２）設問１１でお伺いした人材ミスマッチについて、可能な範囲で具体的な例を
お教えください（自由記述）。 
 
 
（設問１３）薬学の博士人材育成・教育に対する要望や追加のご意見等がありましたら
お教えください（自由記述）。 
 
 
（設問１４）最後に、回答された方のお立場について、可能な範囲でお答えください（役
員、薬剤部長、採用担当、人事担当、等） 
 
 
（その他、自由記述） 
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製薬企業へのアンケート 調査票 
 
（設問１）我が国の大学院博士課程入学者数は、2003 年度をピークに長期的な減少
傾向が続いています。このことをご存じでしたか？ 
１ 知っていた 
２ 知らなかった 
 
 
（設問２）博士人材に関する動向（入学者数、キャリアパス等）に興味をお持ちです
か？ 
１ 非常にある 
２ ある 
３ 余りない 
４ ない 
 
上記の回答の理由を可能な範囲でお教えください。 
【理由】 
 
 
文部科学省は産業界に対して以下の 7 項目を列挙して「博士人材の活躍促進に向け
た企業の協力等に関するお願いについて」（以下、「文部科学省からのお願い」と表
記）をホームページで公表しています。 
 
１．博士人材の採用拡大・処遇改善 
２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 
３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 
４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 
５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 
６．従業員の博士号取得支援 
７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 
https://www.mext.go.jp/content/20240326-mxt_kiban03-000034860_0.pdf 
 
上記について以下の設問にお答えください。 
 
（設問３）ホームページで公開している「文部科学省からのお願い」をご存じでしたか？ 
１ はい 
２ いいえ 
 
 
（設問４）本「文部科学省からのお願い」は博士人材の増加と活躍促進につながると思
いますか？ 各項目について、以下の１～４のうち最も当てはまる番号をお答えくださ
い。 
１ 非常にそう思う 
２ そう思う 
３ 余りそう思わない 
４ 全くそう思わない 
 
１．博士人材の採用拡大・処遇改善 (１，２，３，４) 
２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 (１，２，３，４) 
３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 (１，２，３，４) 
４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 (１，２，３，４) 
５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 (１，２，３，４) 

６．従業員の博士号取得支援 (１，２，３，４) 
７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 (１，２，３，４) 
 
上記の回答の理由を可能な範囲でお教えください。 
【理由】 
 
 
（設問５）「文部科学省からのお願い」に対して企業として対応可能ですか？ 各項目
について以下の１～４のうち最も当てはまる番号をお答えください。 
１ すでに対応している 
２ 今後対応する予定である 
３ 対応を検討する予定である 
４ 対応する予定はない 
 
１．博士人材の採用拡大・処遇改善 (１，２，３，４) 
２．博士人材の採用プロセスにおける海外留学経験の評価促進 (１，２，３，４) 
３．博士後期課程学生を対象としたインターンシップの推進 (１，２，３，４) 
４．博士人材の雇用に伴う法人税等の税額控除の活用促進 (１，２，３，４) 
５．奨学金の企業等による代理返還制度の活用促進 (１，２，３，４) 
６．従業員の博士号取得支援 (１，２，３，４) 
７．企業で活躍する博士人材のロールモデルの選定と情報提供 (１，２，３，４) 
 
上記の回答の理由を可能な範囲でお教えください。 
【理由】 
 
 
（設問６）貴社における博士人材の採用・活用についてお尋ねいたします。 
（設問６－１）現在、貴社では博士人材を積極的・意識的に採用していらっしゃいます
か？ 
１ している 
２ していない 
３ どちらともいえない（理由：       ） 
 
（設問６－２）博士人材を採用する際、期待する点や、評価基準等に違いはあります
か？ 
ある場合は具体的にどのような点に違いがあるかもご回答ください。 
１ ある（期待する点、違いのある点；    ） 
２ ない 
 
（設問６－３）貴社では社員が博士の学位を取得するために支援する仕組みをお持ち
ですか？該当する番号をご回答ください。お持ちの場合は具体的にどのような仕組み
をお持ちかもお教えください。 
１ ある（支援する仕組み；      ） 
２ ない 
 
（設問６－４）前述の「文部科学省からのお願い」７項目以外に、貴社において博士人
材活躍促進になるような取り組みが行われていましたら、可能な範囲でお教えくださ
い。 
・取り組みの実例：○○○○ 
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（設問７）近年、新しいモダリティによる創薬が盛んです。これに関連して、企業の求め
る人材と大学で育成する人材のミスマッチが指摘されています。博士人材の育成や人
材ミスマッチについてのご意見をお聞きいたします。下に挙げた 7 項目に対して、以
下の１～４のうち最も当てはまる番号をお答えください。 
１ 大いに賛同する。 
２ ある程度、賛同する。 
３ 余り、賛同しない。 
４ 全く賛同しない。 
 
１ 大学は企業の求める研究および人材養成を重視すべきである。(１，２，３，４) 
２ 大学は実用化の可能性の高い研究を行うべきである。(１，２，３，４) 
３ 大学は基礎研究を重視すべきである。(１，２，３，４) 
４ 大学の研究は講座の主宰者が設定したテーマで進めるものである。(１，２，３，４) 
５ 博士課程の研究テーマは採用決定の重要項目である。(１，２，３，４) 
６ 採用においては学生の研究テーマに関わりなく、知識と技術を重視する。(１，２，
３，４) 
７ 国内大学から、適切な人材が確保できないときは、海外から確保する。(１，２，３，
４) 
 

（設問８）設問７でお伺いした人材ミスマッチの具体的な例がありましたら、可能な範囲
でお教えください（自由記述）。 
 
 
（設問９）薬学の博士人材の育成・教育に対する要望や追加のご意見等がありました
らお教えください（自由記述）。 
 
 
（設問１０）最後に、回答された方のお立場について可能な範囲でお教えください（役
員、採用担当、人事、研究開発部門リーダー、等）。 
 
 
（その他、自由記述） 
 
 
 
 
 

 
 
 



資料２ 第２回設立記念フォーラム関連資料 
 

【第１部 文部科学省「博士人材活躍プラン」に関するアンケート調査結果につい

て】 

 

資料２-① 「大学のアンケート調査結果」 

 
１．アンケート調査に対する関心 

今回のアンケート調査では、80 機関中 67 機関から回答があり、回収率は 83.8％であ

った。回答者の 70％以上が学長や学部長・研究科長であったことから、本テーマに対す

る高い関心がうかがえる。 

この関心の高さの要因は、キャリアパスが学生にとって最大の関心事であるととも

に、博士課程進学者の減少や、薬学分野における教育・研究人材の将来的不足に対する

懸念が広く共有されていることが挙げられる。実際に、回答したほぼすべての機関が、

我が国における博士課程入学者数の減少を認識していた。博士人材は、日本の薬学・科

学・医療の将来を担うリーダーであり、国力を支える基盤となる存在であることから、

回答機関においても博士課程進学者の増加に向けた取り組みへの高い関心も反映してい

ると推察される。 

 

２．文部科学省からのお願いに対する反応 

「文部科学省からの７項目のお願い」に関しては、認知度が約 4割と低い一方で、内

容には概ね共感度は高かった。博士課程・博士後期課程への進学率向上と活躍促進に向

けた取り組みとしては、博士人材の採用拡大・処遇改善、企業等による奨学金代理返還

制度の活用促進、従業員の博士号取得支援などを支持する回答が多く寄せられた（図

1）。 

 

図 1「文部科学省からの７項目のお願いについて」の認知度と進学率向上への影響 

 

設問 3-1 へのアンケート結果から、博士課程進学率の向上を阻む要因として、就職に

不利である、あるいは処遇面で大きなメリットがないという漠然とした不安や認識が背
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景にあるように思われる（図 1）。その背景を反映するように、設問 4-1 では、博士人材

の採用拡大・処遇改善などへ大きく期待するとの回答が多かった（図 2）。したがって、

企業や医療機関が博士号取得者を積極的に採用し、給与を含む処遇面での優遇や組織内

での存在価値を明確に示すことが、進学率の向上および活躍促進に効果的と推察される

（図 2）。また、ロールモデルの提示も有効な手段となると思われる。 

 

 

図 2 大学からの企業・医療機関に対する期待 

３．経済的支援の重要性 

進学への大きな障壁の一つとして経済的な理由が挙げられる。その問題に対しては、

給付型奨学金制度（次世代研究者挑戦的研究プログラム［SPRING］や大学フェローシッ

プ創設事業）による大学院在籍中の経済的支援が一定の成果を上げており、大学側から

高い評価と期待が寄せられた（図 3）。 

 

 

図 3 博士課程学生支援制度に関する認知度と活用状況 
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一方で、これらの制度について「知らない」「参加していない」と回答した大学も多

く、さらなる周知と制度の拡充が求められる。また、各大学においても独自の経済支援

が行われており、大学側の努力も認められた（図 4）。 

 

 

図 4 大学独自の博士課程学生支援プログラムの計画・実施状況 

卒業後の奨学金返還に対しては、企業・医療機関による代理返還制度への期待が高か

った。 

博士課程への進学を後押しする大きな要因のひとつは、基礎研究に対する純粋な興味

や志であることは明らかであり、大学院での研究に関心を持たせる「魅力的な研究テー

マの提示」が重要である。アンケート結果からも、進学率が上昇傾向・どちらともいえ

ないと回答した大学では、経済的支援に加え、学部入学直後から研究への関心を喚起す

る取り組みを行っている（図 5，6）。 

 

 

図 5 博士後期課程（3 年生）への進学率と各大学の試み 
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図 6 博士課程（3 年生）への進学率と各大学の試み 

 

４．博士課程進学のモチベーション向上のために 

また、企業や医療機関などへの明確なキャリアパスの提示により、漠然とした不安の

払拭にも努めている大学もある。加えて、もともと研究・修学意欲が高い研究者が多く

在籍する社会人博士課程に関しては、オンライン講義（夜間含む）の提供、長期履修制

度の設定、ドライ研究（コンピューターを用いたシミュレーションや大規模データ解析

を主体とする研究分野）に関するテーマの導入、臨床研究系研究室の設置など、柔軟な

対応を行っている大学も多い（図 7）。 

 

 

図 7 社会人枠での博士学位取得支援状況 
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５．大学教員の負担軽減 

一方で、大学教員の研究時間の減少は深刻で、魅力的な研究テーマを提供できる体制

が十分でないことも根本的な課題であり、この改善に向けた組織構造や制度の抜本的改

革が必要であると思われる。 

 

６．4 年制博士課程進学の促進 

また、薬学教育６年制の導入以降、薬剤師養成に重点が置かれてきた結果、博士課程

進学を検討する時期での基礎研究への興味・関心が十分でないと思われる。そのため、

入学後や低学年時から研究への関心を高める教育が必要である。さらに、6年制卒業後

に就職した薬剤師の博士課程進学促進も重要である。その実現には、博士号取得による

多様なメリットの明示と具体的な施策の実行が不可欠である。 

 

７．まとめ 

博士課程・博士後期課程修了者（社会人を含む）は、課題提案力、問題解決力、多様

な実践力、英語でのコミュニケーション能力、国際発信力などの汎用的能力と、創薬研

究や臨床・医療に対する専門性を備えた高度な人材に成長しており、製薬企業や医療機

関をはじめとする社会のさまざまな場面で広く活躍している。博士人材は、日本の薬

学・科学・医療の未来を担うリーダーであり、日本の国力を支える重要な存在であるこ

とから、産官学が連携して本稿で示した課題を解決し、博士課程・博士後期課程への進

学率と活躍の場の拡大を図るとともに、大学における教育・研究環境の向上を進めるこ

とが必要であろう。これにより、薬剤師養成と博士人材育成の両輪で、社会に貢献でき

る人材の育成が可能となると思われる。 
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資料２-② 「医療機関のアンケート調査結果」  

 

１．アンケート調査に対する関心 

大学病院（附属病院を含む）及び特定機能病院 159 機関中 98 機関から回答があり

（回収率 61.6%）、回答者の 84％が薬剤部長、14％が副薬剤部長と責任のある立場から

の回答が大部分であった。設置母体や病院規模により、施設間差があり、一般病院では

状況が異なる可能性がある。 

我が国の大学院博士課程入学者が 2003 年度をピークに減少していることは、約 70％

が「知っていた」と回答した。また、博士人材に関する動向に興味を持つ割合が多かっ

た（「非常にある」、「ある」を合わせて約８０％）。この結果は、近年の薬剤師業務の変

化やチーム医療における薬剤師への期待を反映しており、病院施設においても優れた薬

剤師を獲得・養成したいという意識を反映しているものと考えられる。 

 

２．文部科学省からのお願いに対する反応 

「文部科学省からの７項目のお願い」の認知度は低く、約２割であった。「文部科学

省からのお願いと同様の要請が全国の病院薬剤部／薬剤部門に対して出された場合、薬

剤部／薬剤部門における博士人材の増加と活躍促進につながると思いますか？」の設問

では、博士人材の採用拡大・処遇改善、病院薬剤師の博士号取得支援や、病院で活躍す

る博士人材のロールモデルの選定と情報提供が多く支持されていた（図１、図２）。自

由記載の内容から、学位を取得することが重要であるという認識は共通しているもの

の、大学病院では博士取得を重要視するが、薬剤師業務において必要とみなされていな

い（受け入れ体制が整っていない）施設が多く、業務に関連する資格（認定・専門）を

重視する傾向が認められた。また、対応可能な項目の設問への回答より、薬剤部門の努

力でできることと病院として取り組まなければならないことがあり、後者のハードルが

高いこと、一方で、経営的側面や病院薬剤師不足・偏在の問題（地域間差、施設間差）

の解決が優先される現状が認められた。 

 

 

  図１ 「文部科学省からのお願い」に対する医療施設の認識 
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  図２ 「文部科学省からのお願い」に対応可能な項目 

 

３．医療現場における博士人材の評価 

 博士の学位を有する薬剤師の評価に関する設問では、「問題解決能力」や「コミュニ

ケーション能力」、「研究企画（クリニカルクエスチョン）立案能力」など、その能力は

高く評価されており、業務の発展やリーダーとしての博士人材への期待が大きかった

（図３）。一方、処遇（給与、職位、昇進など）については、表立ったインセンティブ

を設定している施設は少数であり、薬剤師としての能力が高いことが評価された結果、

昇給や昇任に反映されていた。 

 

 
  図３ 博士の学位を有する薬剤師の評価 

 

４．博士の学位を有する薬剤師に求められる役割 

 近年、薬剤師業務の複雑化や高度化に伴うレベルの高い知識や技能が要求されてお

り、また、医師等の多職種あるいは大学との共同研究により、リバーストランスレーシ

ョナルリサーチを含む研究が推進されてきた（日本学術会議「報告：社会に貢献する医
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療系薬学研究の推進」https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-h170929-

6.pdf）。一方、臨床現場が求める人材と大学で育成する人材のミスマッチがあるとの指

摘もある。この点に関する設問の結果を図４に示す。「大学は医療現場が求める研究お

よび人材養成を重視すべきである」の意見は、病院では社会人大学院生を経る人が多い

ので、このような希望があるのではないかと考えられる。「大学は臨床研究や医療機関

との共同研究に積極的に取り組むべきである」については、薬系の学会等での発表が増

えており、前述のリバーストランスレーショナルリサーチの推進の成果の表れと考えら

れる。 

 

 
図４ 人材のミスマッチについての評価 

 

５．まとめ 

以上、薬剤師業務の複雑化や高度化、さらに多職種や大学との共同研究に伴うレベル

の高い知識や技能が要求されている医療現場において、博士人材への期待は大きい。一

方で、博士人材の採用や就職後の博士取得を進めるためには、施設側の環境整備（能力

を発揮できる、見合った処遇）が必要と考えられた。 

 

  

https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-h170929-6.pdf
https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-h170929-6.pdf
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資料２-③ 「製薬企業のアンケート調査結果」  

本項では、製薬企業を対象とした博士人材に関するアンケート調査の結果を紹介する。

調査は 70 社に依頼し、18 社から回答（回収率 26％）を得た。回答者の約 7割は人事・採

用担当者、3割は役員や研究部門長である。回収率が低いことから、調査結果は博士人材

に対する意識の高い企業の実態を反映しているものと思われる。 
 

１．博士課程の現状認識と関心度 

2003 年をピークに大学院博士課程入学者が減少している状況については、企業回答者

の約 7 割は認識していたが、大学関係者の認知度（ほぼ 100%）と比較すると低い数値で

あった。しかし、博士人材に対する関心度は非常に高く、入社・キャリアパスなどの動向

に対して全社が「関心がある」と回答した。その理由として、企業の競争力維持や研究力

の確保、採用担当者としての情勢把握における必要性を挙げている。一方、「文部科学省

からの 7項目のお願い」の認知度は低く、約 3割に留まった。企業においてまだ十分に認

知が進んでいないことが一因と思われる。また、7項目のお願いが「博士人材の増加や活

躍に繋がる」という期待はあるものの、その回答は「対応する予定がない」が比較的多く、

どちらかというと「お願い」に消極的であった（図１）。 
 

 
図 1 文部科学省からの 7 項目のお願いに対する企業の認識 

 
２．「文科省からの 7 項目のお願い」の受容と企業における温度差 

「7項目のお願い」に対する具体的な企業の回答は項目によって意見が分かれた（図１）。

博士採用拡大や処遇改善、海外経験の評価、インターンシップ促進にはおおむね肯定的で

あったが、企業側負担が大きいと思われる法人税控除や奨学金代理返還制度の活用につ

いては消極的回答が多かった。一方、従業員の博士取得支援やロールモデルの提示に関し

ては、多くの企業が前向きな姿勢を示した。 

 
３．博士人材採用とその評価基準 

博士人材の採用については 6割以上の企業が「積極的・意識的に行っている」と回答し

た（図 2A）。また、約８割の企業が、博士の採用を他の採用と区別した評価基準を設けて

いることが分かった（（図 2B）。採用基準に関する個別意見からは、企業は即戦力、高度な

専門性、研究成果、課題解決能力、リーダーシップなどを重視しており、学歴のみならず

個人の能力を評価する傾向が強いことがわかった。また、専門分野の知識・技術を重視す

るという意見も複数あり、企業はまさに実力本位の採用を行なっていることが窺われる。

一方、「博士であること」を絶対視せず、「修士課程修了者と比較して採用に明確な差がな

い」とする企業もあった。 
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図２ 博士人材採用に関する企業の認識 : A. 博士人材を積極的・意識的に採用している

か、B. 博士人材採用において、期待する点や評価基準等に違いはあるか。 

 

４．博士取得支援制度の現状 

学士や修士で入社した社員の博士取得を支援する制度については、7 割近くの企業が

「ある」と回答した。支援内容は、学費・交通費などの経済的補助、社内研究成果の活用

支援、国内留学制度、上司の積極的サポートなど多岐にわる。一方で、制度が整っていな

い企業もあり、若手社員の育成支援における企業間のばらつきは今後の課題と言える。 
 

５．採用にあたって大学での博士人材育成に求めること 

博士人材の「育成」に対する企業の考え方も、大学関係者の認識とは少々異なっていた。

企業の約半数は「大学は企業ニーズを意識すべき」と回答したが、反面、「大学は実用研

究に偏るべきでない」とする意見も多かった（図３）。 

 
図 3 博士人材の育成や人材のミスマッチに関する企業の認識（有効回答数：18） 

 

さらに、博士課程において基礎的素養を育む基礎研究の重視や、自立的な研究経験の

蓄積を望む声が予想以上に強かった。また、博士課程の研究テーマが採用に与える影響

は思いのほか大きく、「採用判断の重要ポイントである」という項目に、約 9割が賛同

した。一方で、特定テーマへの偏重ではなく、テーマに取り組む中で得た経験や養われ

る能力も８割以上の企業が重視しており、博士課程では両者を満たす内容での人材育成

が必要という結果になった。さらに、国内で適切な人材が得られない場合は「海外から

採用する」という企業側の現実的な志向も明らかになった。したがって、大学における

博士人材育成において、グローバルな競争力の涵養・強化もまさに急務と言える。 
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６．博士人材育成に対する個別意見 

人材育成に関わる個別意見の要点をまとめると、博士課程教育で強化すべき能力とし

て、リーダーシップ、目的意識、論理的思考力などが挙げられた。また、研究のための

研究ではなく、目的を意識した研究・教育が重要との意見もあり、実務・産業へとつな

がる博士課程教育の新たな設計も求められている。さらに、現在の薬学教育に関して、

「薬剤師教育に傾倒しすぎており、創薬人材育成とのバランスを再考すべき」との意見

もあった。加えて、「今の博士は昔の修士レベル」とする厳しい意見もあり、教育研究

の質の向上も不可欠である。 
 

７．企業からの回答に関する考察 

本調査から、製薬企業は博士人材を強く求めている一方で、大学や行政施策との認識

には依然としてギャップがあることが明らかとなった。制度の分かりにくさや企業側の

負担感が対応の慎重さにつながっていると考えられる。企業が博士に求める能力は、専

門性だけでなく、汎用的能力、課題解決力、柔軟性、主体性、国際対応力など多面的で

あり、研究テーマそのものも重要であるが、研究過程で培われる論理的思考力や挑戦す

る姿勢が採用では高く評価される点も、学生にとって重要な示唆である。博士取得支援

制度は整いつつあるものの企業間格差は依然大きく、国内に適切な人材がいなければ海

外採用も視野に入る状況にある。今後の博士人材育成には、大学・企業・行政が連携

し、研究と実社会をつなぐ教育・人材育成体制を構築することが不可欠である。 
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【第２部 パネル討論】 

 

資料２-④ 「パネル討論要約」 

 

フォーラムの第 2 部では「薬学研究者養成の課題と展望」に関するパネル討論が実施

され、文部科学省、大学、企業、医療機関など多方面のパネリストが登壇した。討論では、

博士課程の現状、博士人材の育成・活用、教育カリキュラムの課題、将来に向けた提言に

ついて、幅広い観点から議論が交わされた。 

はじめに、本フォーラムの背景となった「文科省から産業界へのお願い」の認知度が 3

～4割にとどまっている現状については、文部科学省の小林氏より、企業現場への周知が

想定より進んでいない点を改めて認識すると共に、博士人材に関する情報発信の強化や

ロールモデルの提示の重要性が述べられた。 

 

１）博士人材の受け入れ状況について 

企業においては、博士人材の即戦力性が重視されており、やはり高度な専門知識と独立

した研究遂行能力が期待されている。例えば、寺内氏（エーザイ（株））は博士に対して

即戦力を期待して採用し、高いレベルの役割を任せ、仕事を通じて成長を促すと述べた。 

また、佐藤氏（PMDA）は、博士号を持つ職員が全体の 2割、管理職では約 4割に増加し

ていると紹介し、博士号取得者の専門性を高く評価していることを示した。さらに、学費

等の支給や通学のための特別休暇等、博士取得を促進するための支援制度の運用につい

ても説明があった。 

医療現場においては、川上氏（浜松医科大学医学部附属病院）は、多くの薬剤師に博士

号を取得させると共に薬系大学の博士人材も積極採用していること、その活用例として

医薬品情報管理室の全職員は博士号取得者である点を挙げ、感染対策や安全管理などの

高度医療に不可欠な役割を担っていると説明した。特定機能病院としての研究と教育に

貢献できる博士人材の確保が不可欠であると強調した。 

・企業における博士号取得支援 

町田氏（MSD（株））からは、社会人博士の経験者として、専門性や議論力が広がった一

方、研究継続の難しさも指摘され、長期的・継続的な研究支援の必要性が提起された。 

・社会で活躍する博士人材のロールモデルや組織内への情報提供 

白鳥氏（順天堂大学）は、研究の面白さに惹かれて博士課程に進んだ経緯や、当時は女

性のロールモデルが少なく、進学後のキャリアビジョンを描きにくかったことを述べら

れ、博士の多様なキャリアパスを学生に伝えることの重要性を指摘した。この発言を受

け、林氏からは、文科省による「博士ロールモデル事例集」の公表が予告された。 

 

２）企業や医療機関が求める博士人材とは 

企業・大学のパネリストからは、博士課程でのプレゼン・リーダーシップ・コミュニケ

ーション力などの汎用的能力の育成の重要性が強調された。特に創薬研究では、モダリテ

ィの多様化と技術進化に伴い、専門領域を超えて課題解決に挑む力が必要とされている

ことが説明された。また、企業側からは、近年の創薬モダリティの変化に伴い、大学教育

とのミスマッチが発生しているという指摘があった。 

佐藤氏も、専門技術の習得だけでなく、チームを巻き込んでプロジェクトを進めるため

の道筋を作る能力や交渉力などの汎用的能力が必要だと述べた。特に博士課程での経験

が、これらの能力を涵養する重要な場になるとした。 

医療機関においては、現場経験の有無によって視野や理解が異なっても、創薬研究と薬

剤師業務・臨床研究どちらの博士人材も個々の経歴や職務経験を活かせると川上氏が述
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べた。また、菅原氏（北海道大学病院）は、博士薬剤師同士がそれぞれの強みを活かしな

がら連携し、相乗効果を生むことの重要性を指摘した。 

 

３）現場における博士人材養成の方向性 

・6年制薬学教育と研究の現実 

私立薬学部では、臨床志向の学生が多く、教育カリキュラムも臨床中心であることが課

題とされた。武田氏（神戸学院大学）は、ウエットラボでの研究時間が卒論を含めても半

年未満である現実を示し、創薬研究を志す学生が育ちにくいことへの懸念を示した。これ

に対し、小林氏からは文科省による「創薬研究人材養成のための調査研究事業」（予算

1,800万円／年、3年計画）の概要が紹介され、薬学部の研究力底上げと博士課程教育プ

ログラム構築を目的とすることが明らかにされた。複数大学の協働により、全国的な底上

げを目指すとしている。 

・実務家教員の育成と博士指導体制の課題 

薬学部では、薬剤師資格と実務経験、博士号の三つを兼ね備えた実務家教員の不足も大

きな課題として取り上げられた。特に、若手の薬剤師が博士号を取得し、教育現場に参画

するルートが確立されていないことが指摘された。近い将来に、実務経験を持つ博士人材

の育成と活用に向けた制度設計や仕組みづくりを行うことの必要性が強調された。 

 

パネル討論１）～３）のまとめ 

パネル討論１）～３）を通じて、薬剤師養成と研究人材育成の両立が薬学部の根幹課題

であることが再確認された。薬剤師養成と研究人材養成の両立、博士進学を後押しする環

境整備、社会人博士の活躍の機会の創出、実務家教員の育成体制の整備など、薬学界全体

における重要課題が共有された。今後は、産官学の連携を基盤とした協調的な取り組みが

不可欠であり、薬学分野における博士人材の育成と活躍の場の拡大に向けた具体的な行

動が求められる。 

 

博士人材育成の現状と取組みの現状について（登壇者の発表内容） 

【松沢先生】 博士課程進学率向上のために経済的支援が重要であると強調し、SPRINGや

革新特別研究院への採択を戦略の一部として位置付けているとのこと。東北大学では、国

際卓越研究大学として高等大学院国際卓越研究者育成支援を開始し、また海外留学生や

女性研究者への支援を強化している。キャリアパスの明確化も重要で、アカデミア以外で

活躍する博士人材の講義や企業セミナーを通じて、学生に情報を提供している。最終的に

は、進学したくなるような魅力的な研究などの研究環境を常に考察し続けることが使命

であると述べた。 

【菅原先生】 医療機関における博士課程進学支援が約 4 割あることについて、大学病

院と特定機能病院の調査対象が広範囲に及ぶため、決して少なくはないと述べた。研究が

医学や薬学の発展に寄与する一方で、重要なのは研究を通じた人材育成であり、社会人と

しての能力を磨くことも大切だと強調。博士号取得後は、役職者としてリーダーシップや

マネジメント能力を発揮する期待があり、研究支援に加え、幅広い支援が必要だと述べ

た。 

【林先生】 東京薬科大学が令和 3年度の SPRING事業に採択されたことを報告し、現在

27 名の学生に対する給付型支援が行われていることを強調した。この取り組みは人材育

成の推進力となり、大学院進学率も向上し、博士課程の進学者数が 4年制時代の平均年 5

人から 12人に増加したと述べた。この正のスパイラルを生かし、臨床薬学と創薬の両方

で人材をさらに育成するために、チームを作りアイデアを出し合う重要性を訴えた。 
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最後に各パネリストの方からのメッセージ 

【小林先生】 議論の場に感謝し、得られた意見を薬学教育行政に活かす意向を示した。

薬学教育全体で博士人材を盛り上げるための議論を進め、学生が研究に興味を持つ際の

金銭的な不安やキャリアパスへの懸念を解消するため、充実したサポート体制の重要性

を強調。博士課程修了者に良い未来が期待できる社会の構築を目指し、引き続き博士人材

の推進に尽力することを述べた。 

【寺内先生】 博士課程はキャリアパスの出発点であり、修士課程の学生が進学に悩む現

状を踏まえて、必要な情報をタイムリーに提供する環境整備の重要性を強調した。また、

学生には博士課程で興味のある研究に没頭し、研究者としての基礎を磨くこと、研究の面

白さややりがいを体験することが、今後の長いキャリアの原点になると述べた。 

【松沢先生】 博士人材の育成には産官学の協力が重要だと強調した。自身の研究室で、

ある大手製薬会社に連続して博士が就職したことで、博士進学者が増えた実例を挙げ、キ

ャリアパスの明確化が学生の興味を引く要因であると述べた。また、経済的な問題やキャ

リアパスについて、産官学全体で協力して解決する必要性を述べた。学生には好奇心を持

って研究に取り組み、育まれた創造性が将来のキャリアに活かされるとし、博士課程での

経験を通じて新しいロールモデルとなることを期待した。 

【川上先生】 若い世代に対して、迷ったらぜひ博士課程に進むことを勧めた。可能であ

れば自分が通う薬系大学でフルタイムの大学院生として研究に向き合うことが大切だが、

経済的理由などで難しい場合は社会人になり大学院に進む道もあることを紹介。また、若

い方々がさまざまな職場を見学し、良いロールモデルを見つけることを推奨した。「薬剤

師になり臨床をやりながら研究をしたい」「将来は指導者になりたい」といった多様な夢

を持つ若者を支援することが、薬学研究者の将来展望を明るくすると述べた。 

【佐藤先生】 現在の創薬力の低下について、企業が国内の研究所を閉じており、研究者

としての就職先が減少していると指摘した。学生は「研究者として自分は生計を立てられ

るのか」を考えるため、公的研究所など多様な就職先を伝える重要性を強調。また、博士

取得は平坦ではないものの、そこで培った応用力が社会人生活での支えとなると述べた。

学生にはロールモデルを探し、自分の進路を考えるようアドバイスした。 

【町田先生】 修士課程修了後に就職を選んだ際、博士課程進学が専門性を狭めるのでは

ないかと考えていたが、社会人経験を通じてそれが可能性を広げることに気づいたと述

べた。また、他の先生方が「学生たちの未来」を考えることで、可能性を広げる原動力に

なると信じている、また博士号を持つ自らもその活躍の形を示す責任があると感じ、本日

の議論から新たな決意を得たと語った。 

 

パネル討論まとめ 

パネル討論で、博士人材のために経済的支援やキャリアパスの明確化を中心に、医療・

製薬業界全体の協力の必要性が明確となった。博士人材は、薬学の未来の希望であり、そ

の育成が急務である。 

まず、博士課程進学率を向上させるためには、経済的支援が欠かせない。SPRING 事業

や革新特別研究院が例になるように、給付型奨学金等の拡充を図り、大学院生が研究に専

念できる環境を整備することが重要である。また、国際的な視野を持つ博士人材の育成を

推進する。また、キャリアパスの明確化が鍵となる。博士号取得者の多様な進路を示すこ

とにより、学生が自身の将来を描く手助けを行う。アカデミアだけでなく、企業や公的研

究機関で活躍する博士人材による講義やセミナー等を開催し、実際の事例を通じて学生

の興味を引くことが求められる。さらに、研究環境の魅力を向上させることが重要であ

る。学生が興味を持ち、進学したくなるような魅力的な研究を行い、建設的なフィードバ

ックを提供する体制を整える。産官学連携を強化し、学生の研究が社会に貢献することを

強調することで、彼らのモチベーションを高める。 
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最後に、博士課程での経験を通じて、博士課程の学生自身が次の世代の学生のためのロ

ールモデルとなり、薬学研究の重要性を広めることが期待される。これにより持続可能な

薬学研究者の育成が実現し、薬学や医療分野の発展に寄与することが可能となる。博士人

材は、その成長を通じて将来の薬学の発展を支え、希望をもたらす存在である。 

 
 



資料３ NISTEP（科学技術・学術政策研究所）定点調査（2016～2020）における薬学

研究者の意見（抜粋） 

 

 

（薬学関係者の声を抜粋要約） 

・６年制となり、教員は学生の教育および多くの委員会活動に時間を費やされ、教

員が研究に費やす時間が減少。学部学生は、４年次の薬学共用試験対策勉強、５

年次の実務実習、６年次の国試験対策勉強に重きを置き、十分に卒業研究などの

研究に時間を費やせない。教員、学生などの研究人材の研究環境は厳しい。研究

補助員を雇うには、研究業績がなければ、研究費は確保できない。 

・薬学部が６年制になってからは、資格取得、専門教育が注視される教育が中心で

ある。学生が基礎研究に興味を持つ機会が失われており、大学院進学率の低下か

ら、院生の減少を招いている。 

・少なくとも薬学系においては、非常に厳しい状況と言える。 

① 学部を 6年制にしたことにより、研究に直接触れる機会の減少（従来は修士課

程に使っていた時間が実務系科目と試験対策になった） 

② そもそも博士課程に進学を希望しない学生が多いこと（国家資格取得を優先、博

士課程の金銭的・時間的負担） 

・６年制薬学部から大学院に進学する学生が少なく、今後、薬学の博士号と薬剤師

の免許の両方を持つ人材が不足することが懸念 

・昨今の就職状況が良いことも関連して、明らかに優秀で適性のある学生であって

も、博士課程への進学を希望しない場合が多い。すべての博士課程⼤学院生の授

業料を減免ができれば、この点は少し改善されると 

・若手研究者の減少傾向が定着しており、薬学領域では助教・助手の採用に影響

が出ている。研究者のキャリアパスの問題の改善において、機関ができることには

限界があり、コミュニティのあり方を変えていくことが必要 

・優秀な学生が製薬企業に就職してアカデミアを選ばない（特に薬学部）理由の一

つに、アカデミアのポジションの多くが昇任しない限り昇給がないことが挙げられると

思う。女性研究者の育成に関しては、産・育休期間や復帰後しばらくの間、組織・機

関から技術職員などの⼀時的補充を行わない限り、進まないと思う。 

・科研費の応募区分によって難易度が異なりすぎている。 

・私立大学、特に６年制薬学部は教育や学務の義務がものすごく多いが、人事の昇

格になると研究業績・外部資金ベースで判断されるので、教授として国公立大学の

公募教員が採用されやすく研究教育への意欲がなくなる教員が多く憂慮すべき問

題 
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